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はじめに 

 
筑波大学では、土砂災害などの自然災害から被害の防止・軽減を図るため、また高度な

専門制を有する技術者を養成することを目的に、大学院生命環境科学研究科の環境科学専

攻（博士前期課程）及び持続環境学専攻（博士後期課程）に、平成 22 年度より財団法人（現 
一般財団法人）砂防フロンティア整備推進機構からの奨学寄附金を受け環境防災学講座を

設置するとともに、履修カリキュラムとしての「環境防災学プログラム」を開設しました。 
筑波大学は、全国に先駆け 1977 年に、環境問題に関する高度実務者養成を目的とした、

我が国最初の大学院修士課程である環境科学研究科を設立し、以来多数の修了生を、産学

官界に輩出しています。また、筑波大学大学院生命環境科学研究科では、複雑な自然環境

とその変化のメカニズム、自然との共生のあり方について、フィールドサイエンスの立場

から理学・農学・工学・人文科学・社会科学・医学などの個別知を集合し学際的な研究・

教育を行っています。環境防災学講座では、このような環境系の専攻科目の基礎の上に、

主に社会人入学者を想定し、多様な内容及び講師による授業科目を開設しています。 
平成 29年度においては、専門科目として４つの授業科目を開設し、講座専任教員のほか、

国土交通省、国土技術政策総合研究所、(独)土木研究所、をはじめとし、ＮＰＯ法人、民間

会社の幹部による、環境防災に係わる幅広い分野にわたる講義を行いました。平成 29 年度

は講座設置の最終年度として，博士前期課程 3 名の教育と研究指導を行い、平成 30 年 3 月

に 3 名が博士前期課程を修了しました。 
今年度まで８年間における修士修了者は 21 名で、その内訳は、社会人 13 名、一般 3 名、

留学生 5 名、博士の学位取得者は 2 名となっております。 
本書は、以上の平成 29年度の環境防災学講座の活動を年報としてとりまとめたものです。 
環境防災学講座の運営にあたり、ご支援いただきました関係各位に深く感謝申し上げま

すとともに、今後とも、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 
 
平成 30 年 3 月 
 

筑波大学大学院 生命環境科学研究科 
環境科学専攻・持続環境学専攻 
環境防災学講座担当教授  西本 晴男 
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１．講座運営 
1.1 講座の概要 
(1) 設立の背景  

21 世紀は「環境の時代」であるとともに「災害の時代」でもある。特にわが国では地球温暖化

に伴う短時間降水量の大幅な増加、局所的豪雨の発生の頻繁化とそれに伴う土砂災害や洪水災害

の増加が懸念されている。実際、近年、降雨記録が大幅に更新され土砂災害なども増加する傾向

にある。環境防災学講座は、このような豪雨、豪雪、さらには火山噴火などに伴う急激な流域環

境変化とそれに伴う土砂災害などの環境問題やそれらに対する対策を総合的に扱う領域として、

平成 22 年 4 月に筑波大学大学院生命科学研究科環境科学専攻（博士前期課程）および持続環境学

専攻（博士後期課程）に設置された。 
この環境防災学講座は、財団法人（現 一般財団法人）砂防フロンティア整備推進機構の寄附金

により設置され、環境防災に関わる高度な専門技術者の育成にあたっている。寄附金は、講座の

運営の他、教育研究活動に使用する研究棟の整備に使用されている。寄附講座の設置期間は、当

初平成 22～26 年度の 5 年間となっていたが、引き続き平成 27 年度より 3 年間延長することとな

っている。 
 

(2) 環境防災プログラム 
環境防災プログラムは、環境防災に関わる科学技術に加え、環境防災に関する調査対策技術か

ら政策論、法令論、国際関係まで幅広い範囲にわたる知識・技術力を有し、土砂災害や洪水災害

などの自然災害から、自然環境と人間生活との関わりの中で安全・安心を確保するための課題解

決能力と独創性を有する高度な専門技術者の育成のための履修カリキュラムであり，環境防災学

講座が中心となって運営されている。 
平成 22・23 年度は、環境防災関係の授業科目として 11 科目を開講した。平成 24～27 年度は、

環境防災関係の授業科目として 10 科目，平成 28 年度は 11 科目を開講した。平成 29 年度は講座

の最終年度にあたることから，春学期のみ 4 科目を開講し，必修１科目と選択必修 1 科目は常勤

教員が担当し、他の 2 科目は非常勤講師が担当した。 
 
(3) 組織  

環境防災学講座は、環境科学専攻（博士前期課程）および持続環境学専攻（博士後期課程）に

設けられている。平成 29 年度は、専任の教授 1 名、准教授１名がその運営に当たっている。寄附

講座の運営にかかる事項については、専攻内の教員から構成される「寄附講座環境防災運営委員

会」で審議した後に、専攻内で開催される「環境系専攻教員会議」に諮られている。 
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環境防災学講座組織図 
1.2 講座の活動 
◇平成 22 年度 

平成 22 年 4 月 1 日  寄附講座開設 
平成 22 年 4 月 1 日  准教授（石井）着任 
平成 22 年 4 月 16 日   教授（西本）着任 
平成 22 年 5 月 18 日   環境防災プログラムキックオフ・フォーラム開催 
平成 22 年 7 月 13 日   環境防災学講演会開催（砂防会館） 
平成 22 年 9 月 29 日   環境防災研究棟建築工事着工、安全祈願祭 
平成 23 年 2 月 21 日   インドネシア国ガジャマダ大学と国際学術交流協定を締結 
平成 23 年 3 月 17 日   環境防災研究棟完成 

◇平成 23 年度 
  平成 23 年 7 月 6 日    環境防災研究棟披露式 
◇平成 24 年度 
  平成 24 年 4 月 1 日    准教授（水野）着任 
  平成 25 年 3 月 31 日   石井准教授 退任 
◇平成 25 年度 
  平成 25 年 10 月 1 日   インドネシア UGM3 名短期留学生受入（6 ヵ月） 
◇平成 26 年度 
  平成 26 年 4 月 22 日  砂防学と地形学の連携に関するシンポジウム開催 
  平成 26 年 10 月 1 日  インドネシア UGM1 名（6 ヵ月）1 名（1 年）短期留学生受入 
  平成 27 年 3 月 11 日  －環境防災の課題と今後を考える－環境防災学ワークショップ開催 
  平成 27 年 3 月 30 日    水野准教授 退任   
◇平成 27 年度 
  平成 27 年 4 月 1 日   准教授（秋山） 着任   
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  平成 27 年 6 月 22 日～26 日 第 6 回国際土石流災害防止会議（DFHM6）の主運営 
◇平成 28 年度 
◇平成 29 年度 
  平成 29 年 11 月 29 日  環境防災学講座成果報告会開催 
  平成 30 年 3 月 31 日    西本教授、秋山准教授 退任 
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環境防災プログラムの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)専任教員等 

教   授 西本晴男 （平成 22 年 4 月 16 日～平成 30 年 3 月 31 日） 
准 教 授 秋山一弥 （平成 27 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日） 

 事務補佐員 赤尾美佐 （平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日） 
 
 
 
 
 
 

関連科目（他専攻） 

持続環境学

専攻 
（博士後期
課程）

環境防災学プログラムの概要

 

環境科学 
専攻 
（博士前期 
課程） 

受入れ学生：環境防災に係る技術者（社会人），留学生，一般学生  

高度な専門 
性の技術者 
の育成 
修士（環境科学） 

実務型・学究 
型研究者の 
育成 
博士（環境学） 

○特別演習 ○環境学実践実習 
環境防災学プログラム 

寄附講座担 
当教員他 

環境科学専攻共通科目 

○ 必修科目（2 科目） 
環境防災学，フィールド環境防災学 

○ 選択必修科目（9 科目） 
多彩な講師陣による政策論，法令論，計画論， 
施設論，管理論，国際論 などの講義 

○ 環境学実践実習科目群 
国内外のフィールドにおける実習 

環境防災学プログラム 

プログラムによる環境防災系技術者のキャリア・アップ 
－フィールド研究力・実践的解決力・国際性の重点的強化－ 

学
際
基
礎 

学
際
深
化 

関連科目（他専攻） 

持続環境学 
専攻 
（博士後期 
課程） 
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(2) 寄附講座環境防災運営委員会 
寄附講座環境防災運営委員会の構成と、審議内容は、以下に記載したとおりである。 

 
①構成 

委員長 西本晴男 生命環境科学研究科 教授 
委 員  

辻村真貴 生命環境科学研究科 教授 持続環境学専攻長 
宮本邦明 生命環境科学研究科 教授 
堀田紀文 生命環境科学研究科 准教授（平成 29 年 10 月 1 日  東大へ異動） 
秋山一弥 生命環境科学研究科 准教授 
 

②開催日 
平成 29 年 4 月 11 日（火）10：00～11：30 
議題： 

1. 平成 29 年度授業計画等 
2. 平成 28 年度環境防災学講座活動報告 
3. 平成 29 年度環境防災学講座活動計画 
4. 環境防災プログラム登録者 
5. その他  

 
平成 30 年 2 月 1 日（木）メール審議 
議題： 

1. 平成 29 年度環境防災プログラム修了証授与予定者について 
 
(3) 環境系専攻教育会議 
環境防災学講座の運営に関して審議及び報告を行った主な項目は、以下のとおりである。 
・平成 29 年 4 月 19 日（水）  14:00～16:00 
 議題：平成 29 年度環境防災学講座活動報告および平成 29 年度活動計画について 
・平成 29 年 5 月 17 日（水） 16：00～17：00 

  議題：平成 30 年度の環境防災学に係る教育について 
・平成 29 年 6 月 14 日（水） 16：00～17：00 

  議題：環境科学実践実習の履修申請について 
・平成 29 年 9 月 20 日（水） 14:00～16:00 

議題：環境防災学講座成果報告会について    
・平成 29 年 12 月 6 日（水）  14:00～16:00 

  議題：環境科学実践実習・環境学実践実習について   
・平成 30 年 2 月 8 日（木） 16:00～18:00 

  議題：平成 29 年度 3 月期環境防災プログラム修了証授与予定者について  
 
 

 

環境科学 
専攻 
（博士前期 
課程） 

受入れ学生：環境防災に係る技術者（社会人），留学生，一般学生  

高度な専門 
性の技術者 
の育成 
修士（環境科学） 

実務型・学究 
型研究者の 
育成 
博士（環境学） 

○特別演習 ○環境学実践実習 
環境防災学プログラム 

寄附講座担 
当教員他 

環境科学専攻共通科目 

○ 必修科目（2 科目） 
環境防災学，フィールド環境防災学 

○ 選択必修科目（9 科目） 
多彩な講師陣による政策論，法令論，計画論， 
施設論，管理論，国際論 などの講義 

○ 環境学実践実習科目群 
国内外のフィールドにおける実習 

環境防災学プログラム 

プログラムによる環境防災系技術者のキャリア・アップ 
－フィールド研究力・実践的解決力・国際性の重点的強化－ 

学
際
基
礎 

学
際
深
化 

関連科目（他専攻） 

持続環境学 
専攻 
（博士後期 
課程） 
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平成 30 年 1 月 10 日 
 環境防災学講座 

環境科学専攻における平成 30 年度環境防災学に係る教育について 
 
１．趣旨 
    平成 30 年 3 月に寄附講座・環境防災学が終了となるにあたり、筑波大学か

ら所謂「砂防」の道に進む学生を育成するため、環境防災学に関する授業科目

を環境科学専攻で開設する。 
 
２．内容 
 
１）環境防災学に関する専攻専門科目を２科目開設することとし、講義については、

非常勤講師として国交省の本省、国総研、土研等の研究者等にお願いする。 
   なお、平成 29 年度から開設されている「山岳科学学位プログラム」において

も重要な科目に位置付けられる。 
    
２）開設科目の名称、内容等は次のとおりとする。 

    

科目名 授業概要 講師 

環境防災計画論 

（１単位、秋学期・ 

時間割講義） 

豪雨や火山噴火，地震，地球温暖化の影響な

どによる環境の劇的な変化とそれに伴う土

砂災害にかかわる現象とその対策について

考究する。 

国総研、土研等

の研究者 

環境防災政策論 

（1単位、春学期・ 

集中講義） 

土砂災害対策を中心とする環境防災にかか

わる、施策、行政システム、予算制度、災害

対応方策等について講述する。 

国交省本省の

行政官 

 （注）環境防災計画論は、環境防災計画論Ⅰまたは環境防災計画論Ⅱを履修した者 

は履修不可 

 

３）環境科学の専攻及び山岳科学学位プログラムの Web ページに、「環境防災学」 の

説明ページ（趣旨、開設科目、世話人は山川助教（調整中））を設ける。 

 
４）環境防災学に係る教育・研究に資するため、（一財）砂防フロンティア整備推進

機構が世話人の教員に奨学寄附金（研究助成金）として所要額を寄附する意向を

有しており、この寄附金を科目の開設経費として活用する。 
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1.3 施設 
 
環境防災学講座の平成 28 年度の教育研究活動には、以下の施設が使用された。 
教授室         環境防災研究棟 102 号室 
准教授室         環境防災研究棟 101 号室 
事務室         環境防災研究棟 103 号室 
U.TSUKUBA-MJIIT COOPERATION OFFICE  環境防災研究棟 104 号室 
院生室         環境防災研究棟 201 号室 
講師控室        環境防災研究棟 202 号室 
講義室         環境防災研究棟 203 号室 
解析室          環境防災研究棟 301 号室 
サーバー室       環境防災研究棟 302 号室 
共同研究室       環境防災研究棟 303 号室 
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２．平成 29 年度の主要活動 
2.1 平成 29 年度主要活動一覧 

 
 
 

 講義・実習 環境防災 
セミナー等 

その他 

4 月 ・春学期講義開始 
（4 科目）  

・岩手・宮城県フィールド調査（4 月 3 日
～6 日 西本，塚原，後藤（木村）） 
・六甲砂防フィールド調査（4 月 20 日～
21 日 西本，塚原，後藤（木村）） 

5 月   
・砂防学会研究発表会参加 
（5 月 24 日～26 日 西本，塚原，後藤（木
村），笠原） 

6 月   
・愛知県『砂防ボランティア全国のつどい』
『土砂災害防止「全国の集い」参加 
（6 月 1 日～2 日 西本，塚原，後藤（木
村）） 

7 月 
・実践実習：後藤（木村）

美香  
鹿島建設㈱ 
7 月 24 日～8 月 4 日 

  

8 月   

・地すべり学会研究発表会参加 
（8 月 22 日～24 日，秋山） 
・北海道砂防フィールド調査 
（8 月 28 日～30 日 西本，塚原， 
後藤（木村），笠原） 

9 月   ・立山砂防国際シンポジウム参加（9 月
29 日 後藤（木村）） 

10 月   
・オーストリア・イタリア・フランス・チ
ェコ現地調査 
（10 月 1 日～15 日，西本） 

11 月  
・環境防災学講座
成果報告会 
（11 月 29 日） 

・湯沢砂防管内（新潟県・長野県）フィー
ルド調査 
（11 月 16 日～17 日 西本，塚原， 

後藤（木村），笠原） 

12 月   ・砂防構造物およぶ柔構造物合同講習会参
加（12 月 4 日 後藤（木村）） 

1 月    

2 月   

渡良瀬川・日光砂防管内フィールド調査 
（2 月 20 日～21 日 秋山、後藤（木村）、
笠原） 
・三宅島フィールド調査 
（3 月 5 日～7 日 秋山、後藤（木村）、
笠原） 

3 月    
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 平成 22 年度から８年間にわたって講座開設授業でお世話になった非常勤講師、実践実習の実践

担当者等に研究科長から感謝状を送った。 
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2.2 教育活動 
2.2.1 環境防災プログラム 
環境科学専攻、持続環境学専攻では、複雑な自然環境とその変化のメカニズム、自然との共生

のあり方について、フィールドサイエンスの立場から理学・農学・工学・人文科学・社会科学・

医学などの個別知を集合し学際的な研究・教育がなされている。環境防災プログラムでは、環境

防災学講座が中心となって運営し，このような環境系両専攻の基礎の上に独自のカリキュラムを

用意している。特に、これらの科目群は寄附講座を主体に構成されており、環境防災に係わる専

門家による調査技術、対策技術から政策論、法令論まで幅広い範囲にわたり基礎から応用上の課

題と解決手法に至るまで学際的・実践的な講義が計画され、また、実践的な研究指導を受けるこ

とができる。 
 
(1)環境防災プログラムの履修方法 
1) 環境科学専攻（博士前期課程） 
①プログラムの履修方法 
 ○専攻共通必修科目          … 計１８単位 
 ○環境防災プログラム必修科目     … ８単位以上 
  ・環境防災学            … ２単位 
  ・フィールド環境防災学       … ２単位 
  ・環境科学実践実習科目群（注１）  … ４単位以上 
     注１ 環境防災に関連する実習先で実習を行うことが必要 
 ○環境防災プログラム選択必修科目   … ４単位以上 
                    （９単位以上履修することが望ましい） 
②修了要件 
  ・３０単位以上履修し、修士論文の審査および最終試験に合格すること。 
  ・４０単位以上履修することが望まれる。 
2) 持続環境学専攻（博士後期課程） 
①プログラムの履修方法 
○専攻必修科目              … ３単位 
  ・持続環境学特別演習Ⅰ 
  ・持続環境学特別演習Ⅱ 
  ・持続環境学特別演習Ⅲ 
 ○環境防災プログラム必修科目      … ４単位 
  ・環境学実践実習科目群（注２）    … ４単位以上 
     注２ 環境防災に関連する実習先で実習を行うことが必要 
  ・持続環境学フォーラム 
 
②修了要件 
  ・履修方法に従い７単位以上修得し、博士論文の審査および最終試験に合格すること。 
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(2)開設授業科目 
平成 29 年度は、環境防災プログラムとして、必修 1 科目、選択必修 3 科目を開講した。各授

業科目名と担当教員、時間割、シラバスは、以下に記載するとおりである。 

 科目番号 授業科目名 単

位

開講

学期
曜時限 教

室
担当教員 

 
必

修 
 

01AD501 環境防災学 2 春 火 3, 4 203 西本 晴男 

選

択

必

修 

01AD522 環境防災 
計画論Ⅰ 1 春 月 3 203

西井 洋史   桜井 亘 石
井 靖雄 内田 太郎 藤

村 直樹 

01AD517 環境防災 
施設論Ⅱ 1 春 月 4 203

牧野 裕至   林  数一 
綿貫 明    安齋 徳夫 
 

01AD512 環境防災 
危機管理論 1 春 月 2 203 秋山 一弥 
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2017.6.6

学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容 講師 所属

4 11 総論
4 18 日本の国土・社会と防災対策
4 25 近年の環境変化と災害動向
5 2 環境変化をふまえた防災対策
5 9 休講
5 16 山地荒廃と土砂生産作用
5 23 マスムーブメント
5 30 流域における土砂移動、山地水文
6 6 渓流安定化と山腹緑化
6 13 森林影響論
6 20 気候変動と環境防災
4 17 危機管理に関する総論
4 24 災害対策と危機管理①防災に関する法律
5 8 災害対策と危機管理②防災に関する組織
5 15 防災情報と危機管理
5 22 大規模土砂災害の発生事例
5 29 大規模土砂災害発生時の応急対策
6 5 土砂災害緊急情報・緊急調査
6 12 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法
6 19 土砂災害発生時の危機管理と広報（マスコミ対応）
6 26 土砂災害発生時の住民避難と防災訓練

4 17 災害の視座から過去を知り、未来を考える（概論） 牧野　裕至 (株)ニュージェック
4 24 ハード対策とソフト対策　防災における環境防災施設の役割 牧野　裕至 (株)ニュージェック
5 8 環境防災施設の実際　石積み堰堤 （林　　数一） 砂防施工管理研究会
5 15 住民と旅行者から見た環境防災設備 牧野　裕至 (株)ニュージェック
5 22 環境防災施設の管理と長寿命化 牧野　裕至 (株)ニュージェック
5 29 環境防災施設の実際　受注者の取り組み （綿貫　明） 砂防施工管理研究会
6 5 環境防災施設の実際　発注者の取り組み （安齋　徳夫） 関東地方整備局企画部工事品質調整官

6 12 環境防災施設の今後 牧野　裕至 (株)ニュージェック
6 19 先人に学ぶ　環境防災施設に関する書籍　より 牧野　裕至 (株)ニュージェック
6 26 まとめ 牧野　裕至 (株)ニュージェック

4 17 休講
4 24 総論 西井  洋史 土研
5 8 国土保全の砂防 桜井　亘 国総研
5 15 水系砂防調査計画 内田　太郎 国総研
5 22 水系砂防被害推定手法 内田　太郎 国総研
5 29 土石流概論 藤村　直樹 土研
6 5 土石流・流木対策調査、計画 石井  靖雄 土研
6 12 土石流・流木対策設計 藤村　直樹 土研
6 19 大規模土砂災害の復旧・復興 桜井　亘 国総研
6 26 砂防計画の基本（砂防の枠組み）・まとめ 西井  洋史 土研

10
10
10
10
11
11
11
11
12
12

筑波大学

1.2

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量の増
加、強度の増大が予測されるなど、自然環境の変
化が防災上懸念されている。環境防災を効率的か
つ効果的に実施するため、最新の各種調査計画設
計基準やガイドラインの考え方について講述し、今
後の調査計画設計について講究する。

桜井　亘

専

攻

必

修

講

義

（
火
曜
日
3
・
４
時

限

）
2

Mitigation and Prevention of Sediment Disaster

秋山　一弥

筑波大学

環

境

防

災

危

機

管

理

論

（
月
曜
日
２
時
限

）

1

自然災害の災害対策と危機管理、集中豪雨や地
震による山腹崩壊、地すべりによる大規模土砂災
害への対応についての講義。大規模土砂災害の発
生直後からの危機管理（緊急調査、情報、機関連
携、警戒避難体制、応急対策）に加えて、平常時に
おける防災訓練の考え方について講述する。

秋山　一弥

環
境
防
災
施
設
論
Ⅱ

（
月
曜
日
４
時
限

）

1.2

自然災害であっても原因は自然の営みによるものだけでな

く人間活動の結果として 引き起こされる場合が多い。災害

発生のメカニズムと災害復旧の手だてのみならず災害予防

からも 社会経済的側面を含めて明らかにし、環境防災施設

のプランニング・マネージメントの体系化と指導者の育成を

めざす講義。これら環境防災施設を設置するにあたり必要

となる、基本的理念、歴史、法律、入札・契約、現場での施

工、出来型・品質管理等について、具体の事例を示しながら

講述する。

牧野　裕至

秋山　一弥

秋
学
期

平成２９年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容（案） ※本表は、検討中の部分もあり今後変更する場合もある。

春
学
期

環
境
防
災
学

（
火

曜

日

３

・

４

時

限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪水災
害などの特徴と防災対策・政策について、そのバッ
クグラウンドたる自然環境、社会環境の歴史的変
遷過程をふまえつつ講述するとともに、気候変動、
人口減少社会など将来動向をにらんだ今後の防災
対策のあり方について述べ、環境防災学としての
視点と課題，解決法などについて考える。

西本　晴男 西本　晴男

環
境
防
災
計
画
論
Ⅰ

（
月
曜
日
３
時
限

）

堀田准教授、
秋山准教授
各５回
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時
間

割
科

目
８

科
目

時
間

割
科

目
８

科
目

時
間

割
科

目
７

科
目

時
間

割
科

目
７

科
目

時
間

割
科

目
７

科
目

時
間

割
科

目
７

科
目

時
間

割
科

目
７

科
目

時
間

割
科

目
４

科
目

集
中

講
義

科
目

３
科

目
集

中
講

義
科

目
３

科
目

集
中

講
義

科
目

３
科

目
集

中
講

義
科

目
３

科
目

集
中

講
義

科
目

３
科

目
集

中
講

義
科

目
4
科

目
集

中
講

義
科

目
4
科

目
集

中
講

義
科

目
０

科
目

科
目

名
単

位
学

期
時

限
科

目
名

単
位

学
期

時
限

科
目

名
単

位
学

期
時

限
科

目
名

単
位

学
期

時
限

科
目

名
単

位
学

期
時

限
科

目
名

単
位

学
期

時
限

科
目

名
単

位
学

期
時

限
科

目
名

単
位

学
期

時
限

環
境

防
災

学
2

1
火

３
，

４
環

境
防

災
学

2
1

火
３

，
４

環
境

防
災

学
2

1
火

３
，

４
環

境
防

災
学

2
春

火
３

，
４

環
境

防
災

学
2

春
火

３
，

４
環

境
防

災
学

2
春

火
３

，
４

環
境

防
災

学
2

春
火

３
，

４
環

境
防

災
学

2
春

火
３

，
４

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
2

水
１

，
２

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
2

金
１

，
２

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
2

金
１

，
２

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
秋

金
1

、
２

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
秋

金
1

、
２

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
秋

金
1

、
２

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

2
秋

金
1

、
２

環
境

防
災

危
機

管
理

論
1

春
月

2

環
境

防
災

危
機

管
理

論
1

春
金

５
環

境
防

災
危

機
管

理
論

1
春

金
５

環
境

防
災

危
機

管
理

論
1

春
金

５
環

境
防

災
危

機
管

理
論

1
春

金
2

環
境

防
災

危
機

管
理

論
1

1
月

４
環

境
防

災
危

機
管

理
論

1
2

金
３

環
境

防
災

危
機

管
理

論
1

1
金

５
環

境
防

災
計

画
論

Ⅰ
1

環
境

防
災

計
画

論
Ⅰ

1
春

月
３

環
境

防
災

計
画

論
Ⅰ

1
環

境
防

災
計

画
論

Ⅰ
1

春
月

３

環
境

防
災

計
画

論
1

1
月

５
環

境
防

災
計

画
論

1
1

月
３

環
境

防
災

計
画

論
1

1
月

３
環

境
防

災
計

画
論

1
春

月
４

環
境

防
災

計
画

論
Ⅱ

1
春

月
３

環
境

防
災

計
画

論
Ⅱ

1
環

境
防

災
計

画
論

Ⅱ
1

春
月

３
環

境
防

災
計

画
論

Ⅱ
1

環
境

防
災

施
設

論
1

1
金

５
環

境
防

災
施

設
論

1
1

月
４

環
境

防
災

施
設

論
1

1
月

４
環

境
防

災
施

設
論

Ⅰ
1

環
境

防
災

施
設

論
Ⅰ

1
春

月
４

環
境

防
災

施
設

論
Ⅰ

1
環

境
防

災
施

設
論

Ⅰ
1

春
月

４
環

境
防

災
施

設
論

Ⅰ
1

環
境

防
災

特
別

講
義

1
2

水
３

環
境

防
災

特
別

講
義

1
1

木
５

環
境

防
災

施
設

論
Ⅱ

1
春

月
３

環
境

防
災

施
設

論
Ⅱ

1
環

境
防

災
施

設
論

Ⅱ
1

春
月
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環

境
防

災
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設
論

Ⅱ
1

環
境

防
災

施
設

論
Ⅱ

1
春

月
４

環
境

防
災

政
策
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Ⅰ

1
2

集
中

環
境

防
災

政
策

論
Ⅰ

1
2

金
４

地
域

環
境

防
災

論
Ⅰ

1
2

金
３

地
域

環
境

防
災

基
本

論
1

秋
金

３
地

域
環

境
防

災
基

本
論

1
秋

金
３

地
域

環
境

防
災

基
本

論
1

秋
金

３
地

域
環

境
防

災
基

本
論

1
秋

金
３

地
域

環
境

防
災

基
本

論
1

環
境

防
災

政
策

論
Ⅱ

1
2

水
４

環
境

防
災

法
令

論
1

2
金

５
地

域
環

境
防

災
論

Ⅱ
1

2
金

４
地

域
環

境
防

災
実

践
論

1
秋

金
４

地
域

環
境

防
災

実
践

論
1

秋
金

４
地

域
環

境
防

災
実

践
論

1
秋

金
４

地
域

環
境

防
災

実
践

論
1

秋
金

４
地

域
環

境
防

災
実

践
論

1

環
境

防
災

法
令

論
1

1
水

５
環

境
防

災
政

策
論

Ⅱ
1

2
集

中
環

境
防

災
政

策
論

1
2

集
中

環
境

防
災

政
策

論
1

秋
集

中
環

境
防

災
政

策
論

1
春

集
中

環
境

防
災

政
策

論
1

春
集

中
環

境
防

災
政

策
論

1
春

集
中

環
境

防
災

政
策

論
1

国
際

環
境

防
災

論
1

2
集

中
国

際
環

境
防

災
論

1
1

集
中

国
際

環
境

防
災

論
1

1
集

中
国

際
環

境
防

災
論

1
春

集
中

国
際

環
境

防
災
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1

春
集

中
国

際
環

境
防

災
論
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春

集
中

国
際

環
境

防
災
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1
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集
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国

際
環
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防
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論

1

環
境

防
災
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ネ
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メ
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1

1
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環
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防
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高

度
技

術
論

1
2
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中

環
境

防
災
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度

技
術

論
1

2
集

中
環

境
防

災
高

度
技

術
論

1
春

集
中

環
境

防
災

高
度

技
術

論
1

春
集

中
環

境
防

災
高

度
技

術
論

1
春

集
中

環
境

防
災
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度

技
術

論
1
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防

災
高

度
技

術
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H
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ず

H
 2
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９
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位

３
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必 修

９
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位

必 修

選 択 必 修

H
 2

3
H

 2
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1
0
単
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単

位

９
単

位

開
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せ
ず

必 修

３
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位
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 2
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H
 2
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開
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ず
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位
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単
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8
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位
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位

H
 2

9 ５
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位
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環

境
防

災
プ

ロ
グ

ラ
ム

授
業

科
目
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推
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選 択 必 修

選 択 必 修

開
講
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ず
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講

せ
ず
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講

せ
ず

開
講

せ
ず

開
講

せ
ず

開
講

せ
ず

開
講

せ
ず
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(3)開設授業科目のシラバス 
 
01AD501 環境防災学  
春学期： 火曜日３，４時限 １・２年次対象（２単位） 
教員： 西本晴男  
  
１．授業概要  
豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪水災害などの特徴と防災対策・政策について、

そのバックグラウンドたる自然環境、社会環境の歴史的変遷過程をふまえつつ講述するとともに、

気候変動、人口減少社会など将来動向をにらんだ今後の防災対策のあり方について述べ、環境防

災学としての視点と課題，解決法などについて考える。 
 
２．授業内容  
第１週  総論 
第２週  日本の国土・社会と防災対策 
第３週  近年の環境変化と災害動向 
第４週  環境変化をふまえた防災対策 
第５週  山地荒廃と土砂生産作用 
第６週  マスムーブメント 
第７週  流域における土砂移動、山地水文 
第８週  渓流安定化と山腹緑化 
第９週  森林影響論 
第１０週 気候変動と環境防災 
 
３．参考書  
環境防災学 （授業時に配布）  
そのほか、必要に応じ資料を配布する 

 
４．備考  
１）成績は出席とレポートの結果で評価する。 
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01AD517 環境防災計画論Ⅰ  
春学期： 月曜日３時限  １年次・２年次対象（１単位）  
教員：桜井 亘 
  
１．授業概要  
  地球温暖化による気候変動にともなう降雨量の増加、強度の増大が予測されるなど、自然環境

の変化が防災上懸念されている。環境防災を効率的かつ効果的に実施するため、最新の各種調

査計画設計基準やガイドラインの考え方について講述し、今後の調査計画設計について講究す

る。 
 
２．授業内容  
第１週  総論 

第２週  砂防計画の基本（砂防の枠組み） 

第３週  国土保全の砂防 

第４週  水系砂防調査計画 

第５週  水系砂防被害推定手法 

第６週  土石流・流木対策調査、計画 

第７週  土石流概論 

第８週  土石流・流木対策設計 

第９週  大規模土砂災害の復旧・復興 

第 10 週 まとめ 

 

 
３．参考書  
 必要に応じ資料を配布する 
 参考書，参考文献は講義で示す。 

 
 
４．備考  

成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD522 
環境防災施設論Ⅱ  
春学期： 月曜日４時限  １年次・２年次対象（１単位）  
教員： 牧野裕至 
 
  
１．授業概要   
   自然災害であっても原因は自然の営みによるものだけでなく人間活動の結果として 引き起

こされる場合が多い。災害発生のメカニズムと災害復旧の手だてのみならず災害予防からも 社
会経済的側面を含めて明らかにし、環境防災施設のプランニング・マネージメントの体系化と

指導者の育成をめざす講義。これら環境防災施設を設置するにあたり必要となる、基本的理念、

歴史、法律、入札・契約、現場での施工、出来型・品質管理等について、具体の事例を示しな

がら講述する。 
 
２．授業内容  
第１週  災害の視座から過去を知り、未来を考える（概論） 

第２週  ハード対策とソフト対策 防災における環境防災施設の役割 

第３週  環境防災施設の実際 石積み堰堤 

第４週  住民と旅行者から見た環境防災設備 

第５週  環境防災施設の管理と長寿命化 

第６週  環境防災施設の実際 受注者の取り組み 

第７週  環境防災施設の実際 発注者の取り組み 

第８週  環境防災施設の今後 

第９週  先人に学ぶ 環境防災施設に関する書籍 より 

第 10 週 まとめ 

 
 
３．参考書  
 必要に応じ資料を配布する 
 参考書、参考文献は講義で示す。 

 
 
４．備考  

成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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01AD512 環境防災危機管理論  
春学期： 月曜日 2 限 １年次・２年次対象（１単位） 
教員：秋山一弥 
 
１．授業概要  
自然災害の災害対策と危機管理、集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりによる大規模土砂

災害への対応についての講義。大規模土砂災害の発生直後からの危機管理（緊急調査、情報、機

関連携、警戒避難体制、応急対策）に加えて、平常時における防災訓練の考え方について講述す

る。大規模土砂災害 
 
２．授業内容  
第１週  危機管理に関する総論 
第２週  日本の災害対策と危機管理①防災に関する法律 
第３週  日本の災害対策と危機管理②防災に関する組織 
第４週  防災情報と危機管理 
第５週  大規模土砂災害の発生事例 
第６週  大規模土砂災害発生時の応急対策 
第７週  土砂災害緊急情報・緊急調査 
第８週  深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法 
第９週  土砂災害発生時の危機管理と広報（マスコミ対応） 
第１０週 土砂災害発生時の住民避難と防災訓練 
 
３．参考書  
必要に応じ資料を配布する。 
参考書，参考文献は講義で示す。 
 

４．備考  
成績は、出席状況と課題レポートの結果で評価する。 
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(4)選択必修科目の講師一覧 
 
01AD523 環境防災計画論ⅠⅡ                  教員：桜井 亘ほか 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

月日 講師 内容 備考 

４

月 

17 日 休講   

24 日 

西井 洋史（国立研究開発法人土

木研究所土砂管理研究グループ

長 

総論 
 

５

月 

8 日 
桜井 亘（国土技術政策総合研究

所土砂災害研究部研究室長） 
国土保全の砂防 

 

15 日 
内田 太郎（国土技術政策総合研

究所土砂災害研究部主任研究官）

推計砂防調査計画 

 
 

22 日 内田 太郎 水系砂防被害推定手法  

29 日 

藤村 直樹（国立研究開発法人土

木研究所土砂管理研究グループ

主任研究員） 

土石流概論 
 

6 

月 

5 日 

石井 靖雄（国立研究開発法人土

木研究所土砂管理研究グループ

上席研究員） 

土石流・流木対策調査・計画 
 

12 日 藤村 直樹 土石流・流木対策設計  
19 日 桜井 亘 大規模土砂災害の復旧・復興  

26 日 西井 洋史 
砂防計画の基本（砂防の枠組

み）・まとめ 
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01AD522 環境防災施設論Ⅱ                 教員： 牧野 裕至ほか 
 

 月日 講師 内容 備考 

４ 
月 

17 日 牧野 裕至（(株)ニュージェック

執行役員） 
災害の視座から過去を知り、未

来を考える（概論） 
 

24 日 牧野 裕至 ハード対策とソフト対策 防

災における環境防災施設の役

割 
 

 
５

月 
 
 

8 日 
林 数一（砂防施工管理研究会） 環境防災施設の実際 石積み

堰堤 
 

15 日 
牧野 裕至 住民と旅行者から見た環境防

災設備 
 

22 日 
安齋 徳夫（国土交通省関東地方

整備局企画部工事品質調整官）

環境防災施設の管理と長寿命

化 
 

6 

月 

5 日 牧野 裕至 環境防災施設の今後  

12 日 
牧野 裕至 先人に学ぶ 環境防災施設に

関する書籍 より 
 

19 日    
26 日 牧野 裕至 まとめ  



21 
 

01AD512 環境防災危機管理論                    教員：秋山 一弥 
 

月日 講師 内容 備考 

４ 
月 

17 日 
秋山 一弥 
（筑波大学准教授） 

危機管理に関する総論 
 

24 日 秋山 一弥  災害対策と危機管理①防災に関する法律  

５ 
月 
 

8 日 秋山 一弥 災害対策と危機管理②防災に関する組織  
15 日 秋山 一弥 防災情報と危機管理  
22 日 秋山 一弥 大規模土砂災害の発生事例  
29 日 秋山 一弥 大規模土砂災害発生時の応急対策  

６

月 

5 日 秋山 一弥  土砂災害緊急情報・緊急調査  
12 日 秋山 一弥  深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法  

19 日 
秋山 一弥  土砂災害発生時の危機管理と広報 

（マスコミ対応） 
 

26 日 秋山 一弥  土砂災害発生時の住民避難と防災訓練  
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 (5)履修登録者数一覧 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）上段：単位取得者数、下段： 履修登録者数 

学期 曜時限 科目名 履修登録者数 備考 

M1 M2 計 

春 
学期 

火3・4 環境防災学 25
(26)

2
(2)

27
(28)

 

月3 環境防災計画論Ⅰ 6
(6)

3
(3)

9
(9)

 

月4 環境防災施設論Ⅰ 9
(9)

3
(3)

12
(12)

 

月2 環境防災危機管理論 10
(10)

0
(0)

10
(10)
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(6) 講座専攻院生 
平成 29 年度の環境防災学講座専攻院生は、以下のとおりである。 
博士後期課程 0 名 

 
博士前期課程 2 年 3 名 
       1 年 0 名 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
2.2.2 実践実習 
環境科学専攻と持続環境学専攻では、実践能力を養うため、国内と海外でさまざまなインター

ンシップを行っている。環境防災学プログラムは、環境防災に関わるフィールドでの実践実習が

プログラムの履修が必修となっている。平成 29 年度は、以下のとおり、1 名が中期実践実習を履

修した。「期間」は現地における実習期間である。 
 
・環境科学実践実習Ⅲ（M2） 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 

課程 氏 名 学 年 備 考 

前 期 
塚原 直幸 2 年 社会人学生 

後藤（木村）美香 2 年 社会人学生 
笠原 友樹 2 年 一般学生 

氏名 実習先 実習名 期間 

後藤（木村） 

美香 
鹿島建設(株) 

紀伊半島大水害で発生した河

道閉塞対策工事に関する実践

実習 
H29.7.24～8.4 
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学生を受け入れ実践実習について指導していただいた鹿島建設株式会社に、生命環境科学研究

科長から感謝状を贈った。 
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2.2.3 プログラム修了生 

 
平成 29 年度のプログラム修了生は以下の 2 名であり，このうち環境防災学講座に所属していた

学生は塚原、後藤（木村）（博士前期課程）の 2 名である。プログラムの修了生には，学位記のほ

かプログラム修了証が授与された。 
 

 
 
 
 
 
 
2.2.4 その他 

 
（１）専攻共通科目 

環境防災学講座の秋山准教授が平成 29 年度に行った専攻共通科目の講義は以下のとおりで

ある。 
 

月 日 科目番号 授業科目名 内 容 

10 月 17 日～ 
11 月 14 日 
火曜日 3・4 限 

01AD592 

Prevention  

And Mitigation 

Of Sediment 

Disaster 

 

土砂災害の概論、土石流災害の特徴、地すべり・

がけ崩れ災害の特徴、土砂災害のハード対策（構

造物）、 大規模土砂災害、土砂災害の対策（行政

と法律、避難）、 土砂災害のソフト対策（気象・

土砂災害警戒情報）、土砂災害のソフト対策（土

地利用規制・ハザードマップ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

氏名 専 攻 博 士 論 文・修 士 論 文 指導教員 

塚原 直幸 環境科学 荒廃渓流における土砂動態と濁度の関係性 西本晴男 

後藤（木村） 
美香 

環境科学 
昭和 5（1930）年に発生した北伊豆地震の特性

と土砂災害発生機構の関係 
西本晴男 
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2.3 研究活動 
 
2.3.1 研究発表 
平成 29 年度の環境防災学講座の常勤教員及び学生の発表論文等は、原著論文 4 編、その他 7

編（砂防学会研究発表会 4 編、その他 3 編）を発表した。 
以下に論文のリストを記載する。 
 
 (１) 原著論文 
1)  西本晴男：東京帝国大学砂防講座外国人教師，アメリゴ・ホフマンの業績についての一考察，

Vol.70，No.5，pp.24-33，2018.1 
2)  西本晴男：近代砂防草創期の砂防教育事情，Vol.70，No.5，pp.15-23，2018.1 
3)  西本晴男：日本人初の砂防担当教授・諸戸北郎の近代砂防における業績，砂防学会誌，Vol.70，

No.3，pp.13-24，2017.10 
4)  照沼利浩，水野秀明，西本 晴男：災害対応に要する時間の推定モデル －複数のパスからな

る災害対応への適用－，自然災害科学，Vol.36, No.2，pp.167-178，2017.8 
 
（2）その他論文 
1) 秋山一弥，塚原直幸：小型ドローンを用いた全層雪崩の調査，雪氷研究大会（2017・十日町）

講演要旨集，p.80，2017.9 
2) 秋山一弥，和泉薫：新潟県下越地域で発生した雪崩災害の統計と特徴，雪氷研究大会（2017・

十日町）講演要旨集，p.216，2017.9 
3) 秋山一弥，笠原友樹，吉田喜高：多視点撮影画像を用いた砂防施設のモデリング，第 56 回日

本地すべり学会研究発表会講演集，pp.207-208，2017.8  
4)  西本晴男，倉持紀子，森俊勇：デモンゼー著書「渓流および山腹工事」について，平成 29 年

度砂防学会研究発表会概要集，pp.258-259，2017.5  
5)  秋山怜子，宮本邦明，西本晴男：崩壊発生時における土層の地下水深解析法，平成 29 年度砂

防学会研究発表会概要集，pp.612-613，2017.5 
6) 笠原友樹，秋山一弥，吉田喜高：画像解析による石積み堰堤の調査，平成 29 年度砂防学会研

究発表会概要集，pp.788-789，2017.5  
7) 吉田喜高，西本晴男，瀬戸秀治：オーストリア・イタリア東部国境地域における土石流対策，

平成 29 年度砂防学会研究発表会概要集，pp.802-803，2017.5 
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2.3.2 現地調査 
1)平成 29 年 4 月 3 日～6日：岩手県・宮城県 

1. 調査概要 

1.1 調査期間 

 平成 29 年 4 月 3日（木）～6日（金） 

 

1.2 調査参加者 

 〇教員 西本晴男 教授 

 〇博士前期課程 2年   塚原直幸，後藤（木村）美香 

 

1.3 調査目的 

 震災から 6 年が経過した現地の復旧・復興状況を調査し、大規模な災害が発生した場合に地域

の防災のあり方、被災後の地域の復興のあり方及び効果的な防災施設整備の在り方を考えるため、 

平成 29 年 4 月 3日から 6日にかけて、平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災の岩手・宮城県の被災

地を訪れた。 

 

1.4 調査箇所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①宮古市田老

②宮古市役所

③宮古市重茂

⑤大槌町

⑥釜石市

⑦大船渡市

⑧陸前高田市 

⑨気仙沼市

⑩南三陸町

⑪大川小学校

⑬石巻市

⑭東松島市

調査位置図(国土地理院：地理院地図より) 

④山田町

⑫女川町
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①宮古市田老 

 被災地は現在復旧工事が行われているが、いまだ更地の箇所も多い。住宅地は高台に移転して

おり、被災箇所にはグラウンド施設等が設置されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 防潮堤は津波で破壊され、復旧作業が行われている。海岸沿いには新たな堤防の設置が行われ

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 過去に 10m 以上の津波が多数発生しているが、東日本大震災時の津波は過去最大級の規模であ

った。 
 
 
 
 
 
 
 

被災地現況 新たに設置されたグラウンド 

破壊された防潮堤 新たな堤防 

過去の津波の記録 
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 過去の震災を後世に伝えるため、昭和 9 年に津波到達及び避難促進について記された石碑が設

置された。また高台に避難のための避難路(手すり付きのスロープ)が、町の到る所に造られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【学ぶ防災】 

 津波の恐ろしさと早期避難の大切さを人々に伝えるため、宮古観光文化交流協会による「学ぶ

防災ガイド」が行われている。学ぶ防災ガイドでは、津波発生時の状況、住民の避難状況の説明

や、たろう観光ホテル(災害遺構として残されている)から撮影された津波襲来時の映像の上映等が

行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

石碑 高台への避難路 

ガイドによる説明 災害遺構のたろう観光ホテル 
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②宮古市役所 

 宮古市役所付近はほぼ復旧している。後世に津波の危険性を伝えるため、津波到達高さを示し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

津波到達時の状況①(岩手日報社,2011) 

宮古市の現況① 津波到達高さの明示 

津波到達時の状況②(岩手日報社,2011) 

津波到達時の状況② 

平成 28 年の宮古市の様子 
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③宮古市重茂 

 重茂地区には昭和 8 年の昭和三陸地震後に設置された石碑が建っている。この石碑には津波到

達の危険性を伝えるため、「此処より下に家を建てるな」と記載されており、現在でもこの石碑よ

り海岸側には住家は建てられていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 東日本大震災時の津波は、この石碑より約 100m 海岸側まで到達しているが、津波による人的

被害や家屋被害は発生していない。津波後、新たに津波到達地点の石碑が設置された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

津波到達の石碑 津波到達の石碑遠景 

海岸方向

石碑 

東日本大震災時の津波到達の石碑 東日本大震災時の津波到達の石碑遠景 

海岸方向
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④山田町 

海岸沿いに、約 1.8km、高さ約 9.7m の堤防設置工事が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 復旧・再建されている建物もあるが、現在も地盤の嵩上げ工事が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

堤 防

堤防施工状況 

設置された堤防① 設置された堤防② 

被災地全景 盛土による嵩上げ工事状況 
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 後世に震災を伝えるため、被災した JR 陸中山田駅に設置されていた大時計(被災時刻の 3 時 27
分で止まっている)と、犠牲者を祀る「鎮魂と希望の鐘」が公園に設置されている。 
 
 
 
 
 
 
 
大槌町 
 
 
 
 
⑤大槌町 

 現在も被災地の復旧工事が実施されている。平成 28 年時の状況と比較すると、道路や家屋が復

旧されているところもあるが、いまだ更地が多い状況である。また後世に震災を伝えるため、災

害遺構として被災した建物が残されているほか、高台には犠牲者を祀る「希望の灯り」が設置さ

れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

JR 陸中山田駅に設置されていた大時計 鎮魂と希望の鐘 

平成 28 年の大槌町の様子 大槌町の現況 

災害遺構 希望の灯り 
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⑥釜石市 

 海岸沿いに堤防設置工事が実施されている。平成 28 年時は堤防設置工事は実施されていなかっ

た。盛土による地盤の嵩上げ工事も計画されている。また建物の多くは復旧されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 28 年の釜石市の様子 釜石市の現況 

嵩上げの計画高 設置中の堤防 

被災地全景① 被災地全景② 
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 後世に津波の危険性を伝えるため、津波到達高さを示しているほか、住民が迅速に避難できる

よう高台への避難場所の明示を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦大船渡市 

 平成 28 年時と比較して、道路や建物が多くなっており復旧が進んでいる状況である。防波堤も

復旧されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

津波到達高さの明示 左写真の近景 

津波避難場所の明示① 津波避難場所の明示② 

平成 28 年の大船渡市の様子 大船渡市の現況 
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⑧陸前高田市 

 被災地は現在復旧工事中で、地盤の嵩上げ作業が行われており、海岸沿いには堤防が設置され

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 28 年時の防波堤の状況 防波堤の現況 

地盤の嵩上げ状況① 地盤の嵩上げ状況② 

設置された堤防 堤防の近景 
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 被災地の海岸沿いに約 7 万本の松の木が植林されており、津波によりなぎ倒されたが、一本の

松の木が津波に耐えて立ったままとなっていた(奇跡の一本松)。奇跡の一本松はバス停より徒歩約

15 分の場所に立っており、途中には安全面を考慮して避難路の看板が立てられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
後世に震災を伝えるため、被災した建物を災害遺構として残しているほか、津波被害に関する

展示施設も造られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

奇跡の一本松 避難路の看板 

災害遺構① 災害遺構② 

津波被害に関する展示 被災した道の駅 
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 震災により気仙沼線及び大船渡線が被災した。鉄道の運行が困難となった区間については

「BRT(バス高速輸送システム)」としてバスによる運行が行われている。BRT の路線の一部区間

は鉄道の線路を道路に改良して使用している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨気仙沼市 

被災地は現在復旧工事中で、地盤の嵩上げ作業等が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

BRT のバス停 BRT のバス 

平成 28 年の気仙沼市の様子 気仙沼市の現① 

気仙沼市の現況② 気仙沼市の現況③ 
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⑩南三陸町 

 被災地は大規模な嵩上げ工事と堤防の設置工事が行われている。いまだ更地が広がっている状

況である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
被災した志津川地区の事業者により、2012 年に「南三陸さんさん商店街」が開設された。様々

な催しが開催されており、観光拠点となっている。 
 
 
 
 

南三陸町の現況 

地盤の嵩上げ及び堤防設置状況① 地盤の嵩上げ及び堤防設置状況② 

南三陸さんさん商店街① 南三陸さんさん商店街② 
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⑪大川小学校 

大川小学校は石巻市にあり、津波により児童 84 名と教員 13 名が犠牲となった。小学校は災害遺

構として残してあり、津波到達高さも明示している。また犠牲者を祀るため、慰霊碑が設置され

ている。被災地は現在更地となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大川小学校 大川小学校の破損状況 

慰霊碑② 

津波到達高さの明示 

慰霊碑① 
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⑫女川町 

 被災地は嵩上げ工事と堤防の設置工事が行われているが、いまだ更地が広がっている状況であ

る。高台に建っていた病院の一階部分も津波により浸水しており、津波到達高さが明示されてい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
被災した JR 女川駅は高台に復旧され、周辺には公共施設や観光施設が造られている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

港の復旧状況 高盛土工事の状況 

女川町地域医療センター 同左の柱の津波到達高さの表示 

復旧した JR 女川駅 同左のホーム 
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⑬石巻市 

 被災地は嵩上げ工事と堤防の設置工事が行われているが、いまだ更地が広がっている状況であ

る。高台には震災を後世に伝えるための石碑が設置されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭東松島市 

 高台には犠牲者を祀るため、慰霊碑が設置されている。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

高台から望む旧北上川河口 津波被災地と高盛土工事 

高台の津波記念碑 同左の碑文 

高台から望む津波被災地 高台にある慰霊碑 
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2)平成 29 年 4 月 20 日～21 日：六甲砂防 

1. 調査概要 

1.1 調査期間 

 平成 29 年 4 月 20 日（木）～21 日（金） 

 

1.2 調査参加者 

 〇教員 西本晴男 教授 

 〇博士前期課程 2年 塚原直幸，後藤（木村）美香 

 

1.3 調査目的 

 本調査は日本で初めて実施された「渓流砂防工事」である逆瀬川の砂防及び六甲砂防事務所管

内の現地調査を行うことにより、砂防事業の計画・設計・施工に関する知識を深めることを目的

とする。 

 

1.4 調査箇所 

 調査を実施した箇所および日程を表 1.4.1、図 1.4.1 に示す。 

 

表 1.4.1 調査箇所一覧表 

箇所名 備考 

20 日（木） 

逆瀬川砂防  日本初の渓流砂防 

21 日（金） 

六甲砂防事業 

焼ヶ原堰堤 兵庫県南部地震による斜面崩壊対策 

五助堰堤 昭和 42 年大水害で効果を発揮 

渦ヶ森グリーンベルト グリーンベルト事業の見本林 

保久良地区斜面対策 植生と崩壊対策 

剣谷第四堰堤 鋼製透過型堰堤 
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※図中の緑ハッチング部はグリーンベルト対象区域（概略） 

図 1.4.1 調査位置図 
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2. 調査内容 

2.1 逆瀬川 

 明治期の砂防工事といえば山腹工が一般的であり、逆瀬川においては明治 28 年より、山腹工が

施されてきたが、渓流侵食に起因する山腹崩壊および堆積土砂の流出が治まらなかった。そこで、

昭和 3 年より、護岸工と床固工を組み合わせた渓流砂防工事が日本で初めて実施された（兵庫県

資料より）。 

 これらの施設により、渓床が安定して山腹崩壊の防止、土砂流出の抑制が図られてきた結果、

山には木々が生い茂り、下流域での洪水被害が減少した。また、逆瀬川の一部は「砂防清流ふれ

あいゾーン」（写真 2.1.3）として整備されており、砂防教育の場ともなっている。  

  
写真 2.1.1 逆瀬川と武庫川の合流部        写真 2.1.2 床固工群 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1.3 砂防清流ふれあいゾーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

武庫川 

逆瀬川 

大正期

平成元年

平成 8年

「兵庫県資料」に引用加筆 
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2.2 六甲砂防事業 

 六甲山系は断層の活動、風化した花崗岩の分布のため、土砂災害の危険性が高い地域である。

急峻な山地から瀬戸内海に注ぐ河川では、多くの土砂供給のため洪水が頻発し、その度に洪水氾

濫防止のため堤防を高くした結果、写真 2.2.1～2.2.4 に示すように、周囲の街の地盤高よりも河

床地盤が高い天井川が形成されてきた。 

 本地域ではこれまで、昭和 13 年 7 月の阪神大水害、昭和 42 年 7 月の大水害、平成 7年 1月の

兵庫県南部地震による災害など多くの土砂災害に見舞われてきた。また、経済成長に伴い六甲山

系を這い上がるように市街地化が進んだため、土砂災害の潜在的な危険性が高い箇所が多く存在

する。六甲砂防事務所では土砂災害の危険性が高い箇所への施設整備を進めつつ、「六甲山系グリ

ーンベルト」事業として、市街地に面する斜面について、安全性を確保するための管理の一環と

して、土地の取得を行うとともに斜面対策を行っている。 

  

写真 2.2.1 天井川の状況（1）       写真 2.2.2 天井川の状況（2） 

  

写真 2.2.3 天井川の状況（3）     写真 2.2.4 住吉川と背後地の高低差 

 

住吉川 

住吉川 

東海道本線 

東海道本線 

住吉川 

住吉川 
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2.2.1 焼ヶ原堰堤 

 平成 7年に発生した兵庫県南部地震により、住吉山手地区では住宅地背後で山腹崩壊が発生し

た。幸い、崩壊土砂は住宅地までには到達せず、直接的な被害には至らなかったが、土砂災害に

対する住民の不安感が高まる結果となった。そのため、住民からの要望もあり、本地区では写真

2.2.5 に示す堰堤 1基（H=14.0m）、その上流側に堰堤 2基（H=9.0m、14.0m）が整備された。写真

2.2.6 に示すように谷出口と住宅地が近接しており、本施設は防災上非常に重要な役割を担って

いる。 

  

写真 2.2.5 焼ヶ原堰堤        写真 2.2.6 焼ヶ原堰堤と保全対象 

 

「六甲砂防事務所資料」より 

焼ヶ原堰堤

焼ヶ原堰堤
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2.2.2 五助堰堤 

 五助堰堤は昭和 32 年に竣工した貯砂量 37.4 万 m3※、高さ H=30.0m の練石積構造であり、六甲山

系の砂防堰堤の中でも最大級の規模である。竣工から 10 年後の昭和 42 年 7 月災害時には、およ

そ 12 万 m3の土砂を貯留し、下流部での土砂災害を防止した。現在では満砂している堆砂敷に遊

歩道が整備されており（写真 2.2.8、2.2.9）、好天時には周辺を散策できる。 

  

写真 2.2.7 五助堰堤        写真 2.2.8 五助堰堤堆砂敷（1） 

 

写真 2.2.9 五助堰堤堆砂敷（2） 

 

「六甲砂防事務所パンフレット」より 

※「六甲山系住吉川五助堰堤工事報告（豊田安富，新砂防 Vol.1958，No.29）」より 
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2.2.3 渦ヶ森グリーンベルト 

 六甲山系では①土砂災害の防止、②都市のスプロール化の防止、③良好な都市環境、風致景観、

生態系および種の多様性の保全・育成、④健全なレクリエーションの場の提供を目的として、グ

リーンベルト事業が実施されている。グリーンベルト事業では「様々な高さの木や下草がバラン

ス良く生え、いろいろな年齢・樹種により構成された樹林」を目標とした樹林整備を行っている。

その中で渦ヶ森地区は樹林整備を行う一方、見本林として見学コースが設けられており、理想的

な樹林の整備状況を見学することができる。 

 渦ヶ森地区では、事業に賛同する民間企業による間伐が実施されていた（写真 2.2.10）ほか、

高圧線に接触しないよう樹種選定に工夫がされる（写真 2.2.11）。 

  

写真 2.2.10 間伐された樹林         写真 2.2.11 高圧線と低木 

 

2.2.4 保久良地区斜面対策 

 保久良地区では平成 25 年の台風 15 号、台風 18 号の影響により、斜面崩壊が発生した。その災

害復旧とグリーンベルト事業の一環として斜面崩壊対策工事が実施された。本地区で採用された

対策工法は、連結したワイヤーをアンカーで固定した構造（ノンフレーム工法）であり、コンク

リートやモルタルを使用した法枠工、吹付工等と違い、植生を保護したまま斜面崩壊対策が可能

であり、複雑な地形にも追従可能である。六甲山系では植生の保護の観点から、斜面の安定性が

確保できる場合は本工法が積極的に採用されている。 

   

写真 2.2.12 ノンフレーム工法（1）     写真 2.2.13 ノンフレーム工法（2） 
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2.2.5 剣谷第四堰堤 

 剣谷第四堰堤は高さ H=12.5m の鋼製透過型砂防堰堤であり、保全対象である人家 100 戸を土石

流から守るために建設された。施設上下流の流路には底張として、現地で発生したφ300～500mm

程度の花崗岩の石材が敷設されている（写真 2.2.14、2.2.15）。 

 また、堰堤下流の右岸側上部斜面には石筋工と思われる石積が見られた（写真 2.2.16）。これ

らは、明治時代以降に行われた山腹工ではないかと六甲砂防事務所では考えている。 

 

  

写真 2.2.14 剣谷第四堰堤         写真 2.2.15 花崗岩レキ 

  

写真 2.2.16 堰堤下流右岸の石積        写真 2.2.17 鋼製スリット部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

200mm 

2000mm 

石積 
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3)平成 29 年 8 月 28 日～30 日：北海道 

1. 調査概要 

1.1 調査期間 

 平成 29 年 8 月 28 日（月）～30 日（水） 

 

1.2 調査参加者 

 〇教員 西本晴男 教授 

 〇博士前期課程 2年 塚原直幸，後藤（木村）美香，笠原友樹 

 

1.3 調査地概要 

 
調査地（google マップ一部加筆） 
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1 樽前山  

 樽前山(標高 1,041m)は、約 4 万年前の支笏火山噴火後に誕生した活火山で、約 9 千年前

に活動を開始した。1667 年から 1978 年までに大～小規模の噴火を繰り返している。  

1667 年および 1739 年の大規模噴火では、大量の火砕物を噴出し、火砕流が流下して、森林

の消失や家屋の埋没などにより、多くの犠牲者が発生した。  
樽前山では、火山噴火に伴う泥流の氾濫を抑制し火山泥流災害の軽減を目的として、平成

６年度に直轄火山砂防事業が着手された。火山砂防事業では、過去 200 年程度で最大規模の

噴火である 1739 年噴火と同規模の噴火により発生する融雪型火山泥流を対象としており、

計画対象土砂量は約 32 万 m3である。 火山泥流には、堆積した火砕物が降雨により流下す

ることにより発生する『降雨型火山泥流』と、高温の火砕物により雪や氷が溶けて発生する

『融雪型火山泥流』がある。泥流の規模は融雪型火山泥流の方が大きく、樽前山における計

画泥流量は融雪型火山泥流が 32,140 千 m3、降雨型火山泥流が 2,945 千 m3 である。  
 
1.1 錦多峰川 2号游砂地 

平成１３年度に着手され、17 年度に完成した。鋼製セル型堰堤が９基設置してあり、小規

模から大規模な噴火にまで対応する． 
 

  

鋼製セル型堰堤            全景の写った説明版 
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1.2 樽前山覚生川１号堰堤 

堰堤高さ 14.5m，直径 22～29m のセル 13 基からなる透過型堰堤であり，幅 1.7m のスリ

ットを１箇所設けている．堰長は 342m，水通し幅は 181m 
 下記に 2013 年～完成までの経過写真を示す。 

  

樽前山覚生川 鋼製セル型堰堤（2013）   樽前山覚生川 鋼製セル型堰堤（2013） 

  

樽前山覚生川 鋼製セル型堰堤（2014）  樽前山覚生川 鋼製セル型堰堤（2014） 

  

樽前山覚生川 鋼製セル型堰堤（2017）   樽前山覚生川 鋼製セル型堰堤（2017） 
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1.3 樽前山覚生川 ２号堰堤 

 現在施工中の堰堤．堰堤高さ 14.5m，直径 26～31m のセル 8 基からなる透過型堰堤であ

り，幅 1.7m のスリットを１箇所設けている．堰長は 235m，水通し幅は 128m の計画である。 
 

  
鋼製セル型堰堤施工の様子                 鋼製セル型堰堤施工の様子 

 
2. 十勝岳  

 十勝岳（標高 2,077m）は、北海道の中央部の大雪―十勝火山列の南西端に位置する活動 
的な活火山である。記録に残されている主な噴火活動は、1857 年（安政 4 年）、1887 年（明

治 20 年）、1926 年（大正 15 年）、1692 年（昭和 37 年）、1988～89 年（昭和 63 年～

平成元年）であり、最近 100 年では 30～40 年おきに噴火を繰り返している。前兆現象と

しては、20 世紀の 3 回の事例をみるといずれの場合も噴火の数年前から噴煙量増加・下降

温度上昇など熱活動活発化を示す事象が現れ、数か月前から有感地震を含む 地震活動が活発

化している。特に 1926 年（大正 15 年）5 月 24 日の噴火では山頂北西部の斜面が崩壊し

岩屑なだれが発生した。高温の崩壊土砂は積雪を急速に溶かし、大規模な融雪型火山泥流と

なって、上富良野川、美瑛川に流下した。このときの火山泥流は大正泥流と呼ばれている。

大正泥流による死者行方不明者は 144 人、建物の被害は 372 棟に及ぶ大災害となった。  
 
2.1 十勝岳美瑛川第 1号堰堤 

十勝岳では昭和 63 年の噴火をきっかけに、平成元年に「十勝岳火山泥流対策基本計画」

が策定され、直轄火山砂防事業に着手している。大正泥流と同規模の融雪型火山泥流（泥流

総量 1,900 万 m3）を対象としている。  
 十勝岳の砂防施設整備は、美瑛川筋は北海道開発局、富良野川筋は北海道庁による砂防施設

が整備され、白金温泉より上流は北海道森林管理局により治山施設が整備されている。 
 下記に十勝岳美瑛川第一号堰堤の写真を示す。2013 年調査では、施工途中であったが、今

回調査した際には、すでに完成していた。 
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十勝岳美瑛川第 1号堰堤（2013）     十勝岳美瑛川第 1号堰堤（2017） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    十勝岳美瑛川第 1号堰堤を左岸から望む 

 

2.2 青い池 

1988 年 12 月に噴火した十勝岳の堆積物による火山泥流被害を防ぐために美瑛川に着工さ

れた堰堤に水が溜まったもの。 
 青く見える理由として、池の水に含まれる微粒子（コロイド）と光の反射で、人間の目に

は青く見えると考えられているが、その理由は完全に解明されていない。 
 

   
青い池の放流口                   青い池 

十勝岳美瑛川 INSEM 工法による袖部（2015）
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2.3 富良野川４号底面スクリーンダム  

 スクリーンにより火山泥流から水を分離して、火山泥流を減勢する施設である。平成元 
年～2 年に施工された。現在の延長は 40m だが、将来的には 80m まで伸ばす計画もある。 
泥流の発生部では前述の床固工群により浸食を防ぎ、泥流の流下部では底面スクリーンダム

により泥流を減勢する計画である。第２波以降はダムの側部に流す構造となっている。 
 底面スクリーンダムは、全国に４つしかなく他には桜島、焼岳、富士山（大沢くずれ） 
に設置されている。  
  酸性水によって水通し部の鋼材が腐食したため、コンクリートにより補修されている。  
 スクリーン上部と下部に土石が堆積した場合は、重機を用いて除石が行われる。 竣工から 
20 年程度経過しているが、この間に泥流・土石流は発生していない。 
 

  
富良野川４号底面スクリーンダム全景    富良野川４号底面スクリーンダム下流面 

  
富良野川４号底面スクリーンダム内部     一部、損傷した様子も見られた。 
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2.4 富良野川２号透過ダム  

鋼製透過型堰堤であり、堤長は 917m、鋼管は径 600mm、厚さ 13～25mm、鋼管の間隔

は 2.0m である。 鋼材の総量は 3,801t であり、総事業費は 53 億円である。平成 7 年～

平成 12 年にかけて施工された。 
 

  
富良野川２号透過ダム下流面        富良野川２号透過ダム上流面 

 
2.5 富良野川 3号砂防ダム 

上流側から本堤、第１副堤、第２副堤、垂直壁で構成される。本堤の堤高は 18m、堤長 
は 449m である。当初は土石流対策を目的としたため現在の第１副堤１基であった（堤高 15m、

堤長 370m）が、火山泥流対策として平成 22 年に本堤・第２副堤・垂直壁が増築された。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

富良野川 3号砂防ダム全景 
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4)平成 29 年 11 月 16 日～17 日：湯沢砂防 

1. 調査概要 

1.1 調査期間 

 平成 29 年 11 月 16 日（木）～17 日（金） 

 

1.2 調査参加者 

 〇教員 

西本 晴男 教授 

 〇博士前期課程 2年 

    塚原直幸 

    後藤（木村）美香 

    笠原友樹 

 

1.3 調査目的 

 本調査は湯沢砂防事務所管内で実施された砂防事業を調査することにより、砂防事業の計画・

設計・施工に関する知識を深めることを目的とする。 

 

1.4 調査箇所 

 調査を実施した箇所を表 1.4.1、図 1.4.1、図 1.4.2、図 1.4.3 に示す。 
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表 1.4.1 調査箇所一覧表 

箇所名 施設名等 

中津川流域 
中津川 

中津川上流 1号砂防堰堤 

中津川床固工群 

上結東砂防堰堤 

小赤沢川 小赤沢砂防堰堤群 

清津川流域 釜川 七ツ釜砂防堰堤 

魚野川流域 

大源太川 大源太川第 1号砂防堰堤 

登川 登川床固工群 

芋川 

神沢川 

東竹沢 

寺野 

東川 

 

図 1.4.1 調査位置図（1） 

※湯沢砂防事務所事業計画概要引用加筆 

 

中津川流域 

清津川流域

芋川流域

魚野川流域 
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図 1.4.2 調査位置図（2） 

※湯沢砂防事務所事業計画概要引用加筆 

 

図 1.4.3 芋川調査位置図 

※湯沢砂防事務所事業計画概要引用加筆 
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2. 調査内容 

2.1 中津川流域 

2.1.1 中津川 

 中津川は清津川と並んで信濃川に流れ込む支川で、中・上流域は長野県、下流域は新潟県に位

置している。流域全体が第四期火山噴出物でおおわれており、急峻な山々は荒廃し、下流域には

河岸段丘が発達している。 

 中津川流域では大正 3 年 8 月 13 日の集中豪雨による土石流災害（死者 21 名）、昭和 20 年代前

半には昭和 23 年 9 月 16 日のアイオン台風をはじめとする豪雨により河川氾濫が多発しており、

昭和 26 年度より清津川とともに直轄砂防事業が開始された。 

1）中津川上流 1号砂防堰堤 

 中津川流域内には多数の崩壊地が存在し、渓床には不安定な土砂が堆積物しており、近年では

昭和 56 年 8 月の台風 15 号や平成 25 年 9 月の台風 18 号による豪雨で被害が発生している。これ

らの被害から下流沿岸地域を保全するため、中津川本川上流部では、2 基の砂防堰堤と渓流保全

工の整備を計画している。中津川上流 1 号砂防堰堤は計画されている 2 基の砂防堰堤のうち下流

に位置する高さ 14.5m のスリット形式の透過型コンクリート砂防堰堤である。 

 これまで、本堰堤左右岸袖部が完了しており、本年度は副堰堤左岸袖部と側壁の一部が施工さ

れ、冬場の積雪期間に向けて後片付け工が行われていた。 

 

  

図 2.1.1 中津川上流 1号砂防堰堤（左岸側） 図 2.1.2 中津川上流 1号砂防堰堤（右岸側） 

  

図 2.1.3 施工時の危機管理水位        図 2.1.4 仮排水状況
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2）中津川床固工群 

 中津川の下流域では、上流からの流出土砂の堆積と偏流により局所的な洗堀が繰り返され、昭

和 56、57、58 年に相次いで堤防・護岸が決壊した。近年では平成 25 年 9月の台風 18 号豪雨によ

り不安定土砂が堆積しており、これらの流出や河床上昇に起因する土砂災害を防止するために床

固工群の整備が計画されている。流路延長 5.7km の間に床固工 10 基、帯工 4基が設置される予定

となっている。 

 現地調査を行った石坂橋上流の第 3 号床固工は，床固工としては珍しく魚道を兼ねたスリット

を有しているところが特徴的である。平成25年9月16日に発生した台風18号による豪雨により、

施設下流部が洗堀し、右岸側の木工沈床が露出した。また、石坂橋下流の石坂頭首工が被災し、

洗堀による石坂橋への影響が懸念されたため、新潟県により床固工として復旧された。 

 

  

図 2.1.5 中津川第 3号床固工を下流から望む     図 2.1.6 木工沈床の露出状況 

  

図 2.1.7 復旧された石坂頭首工        図 2.1.8 石坂橋の銘板 
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3）上結東砂防堰堤 

 上結東砂防堰堤は昭和 36 年に建設された高さ 33m のアーチ式堰堤であり、株式会社関電工が事

業主体となり、小水力発電設備の設置工事が実施されている。発電方式は流れ込み式であり、取

水口から取り入れられた水が発電機を作動させることで発電する。発電に利用された水は昭和 36

年の堰堤築造当初に設けられた仮設排水トンネルを利用して堰堤下流に排水される。調査時には

立坑の構築が行われていた。 

 

 

  

図 2.1.9 上結東砂防堰堤を下流から望む      図 2.1.10 上結東砂防堰堤銘板 

  

図 2.1.11 立坑を上面から望む       図 2.1.12 立坑内部の状況 
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2.1.2 小赤沢川（小赤沢川砂防堰堤群） 

 小赤沢川は流域面積 8.2km2 の中津川右支川である。上流部は火山の苗場山に属しているため、

流域は第四期の火山噴出物で構成されており、非常に脆弱な地質である。大正 3 年 8 月の豪雨で

は、斜面崩壊・土石流により家屋流出 5 戸、半壊 6 戸、死者 12 名の災害が発生した。このため、

昭和 38 年より砂防堰堤群の整備が進められ、平成 21 年までに合計 27 基が整備された。 

 

 

  

図 2.1.13 赤沢川砂防堰堤群を下流から望む 図 2.1.14 小赤沢川第 11 号砂防ダム堤銘板 

 

図 2.1.15 小赤沢砂防堰堤群を上流から望む 
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2.2 清津川流域 

 清津川流域は第四紀の火山噴出物で構成された苗場山を源流とする支川からの土砂流出が顕著

な状態である。中津川と同様に昭和 20 年代前半には昭和 23 年 9 月 16 日のアイオン台風をはじめ

とする豪雨により河川氾濫が多発し、昭和 26 年度より直轄砂防事業が開始された。 

 

2.2.1 釜川（七ツ釜下流砂防堰堤） 

 釜川は清津川の下流域で合流する左支川であり、その上流部は苗場山に属しており、脆弱な火

山噴出物で構成されている。中流域は新第三系中新統の凝灰角礫岩（西田尻層）と、それを貫く

安産岩から構成され、両岸には安山岩の岩床が発達した柱状節理を形成しており、七ツ釜滝とし

て国の名勝天然記念物に指定されている。 

 平成 7年 4月の融雪出水により一の滝が上流側に 130m 後退するとともに、河床洗堀による右岸

法面の崩落が発生した。今後、豪雨による法面崩壊や土砂流出が懸念されるため、流出前の一の

滝の現位置に七ツ釜下流砂防堰堤が建設された。施工地周辺が天然記念物に指定されているため、

堰堤表面には現地の岩盤から取った型を使用して作成した擬岩ブロックが施され、人工物と岩盤

の見分けがつかない状況であった。 

 

  

図 2.2.1 七ツ釜砂防堰堤を下流から望む      図 2.2.2 竣工記念碑 
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2.3 魚野川流域 

 魚野川は流域面積約 1,504km2、流路延長 68.4km で管内の流域面積のうち約 3/4 を占める信濃

川中流域最大の支川である。流域内の 2,000m 級の山岳地帯は活発な風化侵食作用により複雑で急

峻な山地を呈し、土砂流出が顕著である。 

 昭和 10 年 9 月 25 日の魚沼大水害では魚野川流域の各所で山腹崩壊が発生し、魚野川本川が氾

濫し大きな被害をもたらした。このため、昭和 12 年度より、直轄砂防事業が開始された。 

 

2.3.1 大源太川（大源太川第 1号砂防堰堤） 

 大源太川は流域面積 45.8km2、流路延長 9.7km の魚野川右支川である。水源は 1,597m の大源太

山に発し、流域内の広範囲で花崗岩が分布しており、急峻な地形とこれらの風化により豪雨の度

に土砂が流出していた。昭和 10 年の魚沼大水害でも大量の土砂流出があり、下流域で被害をもた

らしたことから、大源太川では直轄砂防事業として 3基の砂防堰堤が計画された。 

 大源太川第 1号砂防堰堤は、直轄砂防事業で設置された高さ 18m のアーチ式堰堤で、昭和 13 年

5 月の着工から 1 年半後の昭和 14 年 11 月に竣工した。表面を割石で積み上げ、内部を転石とコ

ンクリートで充填した粗石コンクリート構造を採用しており、当時高価であったコンクリートの

使用量を抑えている。美しいアーチ形状と石積からなる景観と、戦前に建設されて今も現存する

土木施設としての文化的価値が評価されて平成 15 年に登録有形文化財に登録、平成 23 年に土木

学会の推奨土木遺産に認定された。 

 大源太川第 1号砂防堰堤は完成後約 80 年が経過し、堤体内部の空洞化や漏水などの老朽化が進

んでいることと、現行基準に基づいた地震時の安定性が確保できないことから、補強対策工事が

実施されている。補強工種は天端幅 3m の上流側コンクリート腹付と既設堤体に対するグラウト注

入による空隙充填である。工事はドライ条件で行う必要があるため、仮締切工と仮排水トンネル

工による水替工が必要である。仮締切工は鋼管と鋼矢板を用いた二重締切形式であり、天端は施

工ヤードとして利用できる。仮排水トンネルは NATM 工法で掘進され、覆工コンクリートは移動式

のスライドセントルを利用して打設されていた。 

 

  

図 2.3.1 大源太川第 1号砂防堰堤を下流から望む   図 2.3.2 仮締切工と仮桟橋 

仮桟橋

仮締切
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図 2.3.3 主堰堤と仮排水トンネル排水口    図 2.3.4 仮排水トンネル呑口 

 

図 2.3.5 仮排水トンネル内部のスライドセントル 

スライド 
セントル 防水シート 

覆工コンクリート 
打設箇所 

排水口 

主堰堤 
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2.3.2 登川（登川床固工群） 

 登川は流域面積 83.2km2、流路延長 18.5km の魚野川右支川である。水源は 1,954m の朝日岳に

発し、流域内の広範囲で花崗岩が分布しており、急峻な地形とこれらの風化により豪雨の度に土

砂が流出していた。登川では予算制約のため、必要最低限の治水対策として古くから河畔に砂防

林が設けられていたが、出水の度に流出していた。その後、昭和 41 年に地元に改修促進期成同盟

会が設立され、関係機関への要望が行われ、昭和 51 年度から直轄砂防事業として流路工の整備が

開始された。 

 現在も登川上流部は荒廃が激しく、多量の不安定土砂が堆積しており、平成 23 年の新潟・福島

豪雨時にも多量の土砂が流出し、局所的な洗掘・堆積が発生した。そのため、床固工が整備され

ていない登川下流部には新たな床固工の整備、既に床固工が整備されている登川中・上流部にお

いては下流面が洗掘した床固工の補強と全断面魚道化が進められている。 

 現地調査時には既設床固工の補強と全断面魚道化工事を調査した。 

 

  

図 2.3.6 No.27 床固工堤銘板        図 2.3.7 水叩き工施工状況 

  

図 2.3.8 現地発生材を利用した仮締切     図 2.3.9 上流の全断面魚道 
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2.3.3 芋川 

 芋川は流域面積 38.4km2、流路延長 17.2km の魚野川右支川である。水源は 679m の猿倉岳に発

し、流域内の広範囲で泥岩が分布している。平成 16 年 10 月に発生した新潟県中越地震では、芋

川流域に甚大な被害が発生し、砂防事業 11 箇所、地すべり対策事業 1 箇所の計 12 箇所の緊急事

業が実施された。 

 

1）神沢川 

 神沢川では河道沿いで発生した山腹崩壊により河道閉塞が発生し、その崩壊土砂が下流に流出

する恐れがあったため、神沢川砂防堰堤が整備された。神沢川砂防堰堤は高さ 14.5m の重力式鋼

製セル型堰堤であり、5 つの円柱セルから構成され、中詰め材は東竹沢で発生した崩壊土砂を流

用している。 

 

図 2.3.10 神沢川砂防堰堤を下流側から望む 
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2）東竹沢 

 東竹沢では大規模な地すべりが発生し、河道を閉塞させ、上流の木籠集落が水没した。崩壊土

砂量は 1,295,540m3、河道閉塞は長さ 350m、幅 295m、高さ 30m であった。その後、平成 19 年に

は河道閉塞土砂の二次移動を防止するための東竹沢 1号・2号砂防堰堤が完成している。 

 

  

図 2.3.11 東竹沢崩壊斜面の状況 図 2.3.12 東竹沢 1号・2号砂防堰堤を上流から望む 

 

図 2.3.13 河道閉塞の影響で水没した住宅 
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5）寺野 

 寺野地区では芋川左岸側で発生した地すべりに伴い河道閉塞が発生した。崩壊土砂量は

1,040,220m3、河道閉塞は長さ 360m、幅 230m、高さ 25m であった。その後、河道閉塞土砂の安定

化のための 3基の砂防堰堤が完成した。 

 

  

図 2.3.14 寺野地区崩壊斜面の状況   図 2.3.15 寺野地区崩壊斜面より上流を望む 

 

6）東川 

 東川上流部で山腹崩壊が発生し、不安定な土砂が残存した。この不安定土砂が流出した場合、

下流の県道が不通となるため、これらの保全を目的として平成 18 年に東川砂防堰堤が整備された。

東川砂防堰堤は高さ 14.8m のコンクリートブロック式堰堤であり、堰堤設置位置の地盤が軟弱で

あることから、不等沈下に追従できるよう、コンクリートブロック方式が採用された。 

 

  

図 2.3.16 東川砂防堰堤を下流から望む    図 2.3.17 東川砂防堰堤下流の県道 
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2.4 社会連携活動 
2.4.1 各種会議・講演等 
・福井県 砂留会議 
 日 時：平成 29 年 10 月 21 日（土）～22 日（日） 
 講 師：西本晴男 
 講演題目：欧州の砂防遺産紀行 
 
・世界の砂防遺産に関する勉強会 
 日 時：平成 29 年 11 月 1 日（水）15:00～ 
 会 場：国土交通省会議室 
 講 師：西本晴男 
 講演題目：欧州の砂防遺産紀行 
 
 
2.4.2 各種委員会等 
平成 29 年度は、環境防災学講座の常勤教職員が委嘱を受け 5 件の委員会等に出席した。

月日 氏名 依頼元 依頼内容 
H23.8.12～ 西本晴男 特定非営利活動法人防災 

情報研究所 
理事 

H26.5.29～ 西本晴男 (公社)砂防学会 監事 
H26.7.1～ 秋山一弥 (公社)日本地すべり学会 監事 
H27.11～ 西本晴男 第 6 回国際土石流災害 

防止会議実行委員会 
第 6 回国際土石流災害防止会議論文

編集委員長 
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2.5 広報活動 
2.5.1 ホームページ 
環境防災学講座のホームページでは、環境科学専攻及び持続環境学専攻のホームページのもと

に開設されており、活動レポートなどの更新を行った。 
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更新履歴 
  2017.12.14 環境防災学講座成果報告会を 11 月 29 日（水）に実施しました。  
 2017.10.23 環境防災学講座成果報告会を 11 月 29 日（水）に開催します。   
 2017.10.04 研究室・研究成果を更新しました  
 2017.08.08 研究室・研究成果を更新しました。  
 2017.04.28 活動レポートを更新しました。  
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３．環境防災学講座成果報告会 
 筑波大学大学院環境防災学講座は、土砂災害対策に関する高度な専門技術者と研究者を養成す

る必要性が高まってきていることをふまえ、一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構からの

寄附金により平成 22 年 4 月に設置され、平成 30 年 3 月をもって 8 年間の活動を終了することと

なった。８年間の講座の活動について学内外に報告することを目的として，環境防災学講座成果

報告会を平成 29 年 11 月 29 日に環境防災研究棟で行い，当日は約 80 名が出席した。 
 報告会のプログラムは以下のとおりである。 
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(1) 出席者一覧 

 
 

2017.11.29

氏名 区分 現所属 備考

1 清水　諭 筑波大学 副学長（教育担当）

2 栗原　淳一 国交省 国土交通省水管理・国土保全局砂防部長

3 松本　宏 筑波大学 大学院　生命環境系長

4 沼田　治 大学院　生命環境科学研究科長

5 辻村　真貴 大学院　生命環境科学研究科 持続環境学専攻長

6 濱　健夫 大学院　生命環境科学研究科 環境科学専攻長

7 宮本　邦明 大学院　生命環境科学研究科 教授

8 岡本　敦 国・財団法人等 国土交通省 国土技術政策総合研究所 土砂災害研究部長　

9 西井　洋史 国立研究開発法人土木研究所 土砂管理研究グループ長

10 亀江　幸二 一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構 理事長

11 田畑　茂清 一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構 顧問

12 森　俊勇 一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構 研究所長

13 大野　宏之 一般財団法人砂防・地すべり技術センター 専務理事

14 杉浦　信男 一般社団法人斜面防災対策技術協会 専務理事

15 藤平　大 非常勤講師 国立研究開発法人土木研究所

16 水野　正樹 国立研究開発法人土木研究所

17 安齋　徳夫 国土交通省関東地方整備局

18 荻原　弘 一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構

19 冨田　陽子 一般財団法人砂防・地すべり技術センター

20 林　真一郎 北海道大学大学院農学研究院

21 三木　洋一 応用地質株式会社

22 松井　宗廣 朝日航洋株式会社

23 堀内　成郎 株式会社パスコ

24 佐藤　文雄 大日本土木株式会社

25 長屋　勝博 日本無線株式会社

26 林　数一 砂防施工管理研究会

27 綿貫　明 砂防施工管理研究会

28 渡部　文人 株式会社神戸製鋼所

29 守山　浩史 株式会社神戸製鋼所

30 原田　照美 広島市自主防災会連合会

31 高瀬　健二 実践実習先 鹿島建設株式会社

32 船越　彰 株式会社北陸ジオテック

33 酒井　啓介 東亜グラウト工業株式会社

34 川端　武志 日光産業株式会社

35 大曽根　啓介 社会人学生派遣会社 応用地質株式会社

36 北原　哲郎 応用地質株式会社

37 岩﨑　恒明 応用地質株式会社

筑波大学大学院環境防災学講座成果報告会　出席者（１／２）
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2017.11.29

38 間宮　清 元応用地質株式会社

39 熊谷　清 朝日航洋株式会社

40 木村　義一 朝日航洋株式会社

41 江口　正紀 元朝日航洋株式会社

42 石垣　勝之 玉野総合コンサルタント株式会社

43 田村　尚 株式会社東京建設コンサルタント

44 高橋　大地 株式会社東京建設コンサルタント

45 茂木　鉄平 株式会社東京建設コンサルタント

46 浦　正光 株式会社日本海コンサルタント

47 北條　善久 株式会社日本海コンサルタント

48 下村　博之 株式会社パスコ

49 島村　秀樹 株式会社パスコ

50 萬徳　昌昭 砂防関係 国土交通省国土技術政策総合研究所　

51 寺田　秀樹 国土防災技術株式会社

52 花岡　正明 株式会社建設環境研究所

53 吉川　知弘 大日本コンサルタント株式会社

54 渡辺　義治 株式会社建設環境研究所

55 西本　晴男 環境防災学講座 教職員 大学院　生命環境科学研究科 教授

56 石井　靖雄 国立研究開発法人土木研究所 元准教授

57 秋山　一弥 大学院　生命環境科学研究科 准教授

58 倉持　紀子 元講座事務職員

59 赤尾　美佐 環境防災学講座事務職員

60 千葉　伸一 　　　　　　　　　　  修了生 応用地質株式会社 社会人学生

61 亀澤　奈央 一般学生

62 田中　義成 株式会社キタック 社会人学生

63 朱　培紅 東亜グラウト工業株式会社 留学生

64 黄　麗 応用地質株式会社 留学生

65 安海　高明 朝日航洋株式会社 社会人学生

66 大村　さつき 応用地質株式会社 社会人学生

67 中根　和彦 玉野総合コンサルタント株式会社 社会人学生

68 関根　敬 株式会社東京建設コンサルタント 社会人学生

69 王　褘 （中国在住） 留学生

70 神保　啓 株式会社キタック 社会人学生

71 江藤　稚佳子 朝日航洋株式会社 社会人学生

72 阿部　拓実 応用地質株式会社 社会人学生

73 劉　詩雨 国立研究開発法人土木研究所 留学生

74 吉田　喜高 株式会社東京建設コンサルタント 社会人学生

75 照沼　利浩 株式会社パスコ 後期課程、社会人学生

76 塚原　直幸                       在学生 株式会社日本海コンサルタント 社会人学生

77 後藤　美香 応用地質株式会社 社会人学生

78 笠原　友樹 一般学生

筑波大学大学院環境防災学講座成果報告会　出席者（２／２）
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(2) ８年間の講座活動 
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(3)講座修了生による現況報告 
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４．研究成果 
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 （１）原著論文（砂防学会） 
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 （２）国内学会（砂防学会） 
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５．新聞記事 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設通信新聞記事（平成 29 年 9 月 27 日） 
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1．実習の概要 

 
1.1 実習の目的 

 平成 23 年紀伊半島大水害において、赤谷地区で発生した深層崩壊による河道閉塞箇所での対策

手法について習得することを目的に、平成 29 年度に実施している工事について、崩壊土砂(河道

閉塞堤体)の安定化のための越流水処理及び砂防堰堤等の設計及び施工方法、現地における崩壊斜

面監視調査手法、並びに施工管理手法について実習した。 

 

1.2 実習名、実習期間、実習先 

実 習 名：紀伊半島大水害で発生した河道閉塞対策工事に関する実践実習 

実習期間：平成 29 年 7 月 12 日～8 月 31 日 

(現地実習：平成 29 年 7 月 24 日～8 月 4 日) 

実 習 先：鹿島建設株式会社 関西支店 赤谷工事事務所 

 
1.3 実習場所 

 現地実習は奈良県五條市大塔町を流れる新宮川水系十津川右支流川原樋川の右渓流赤谷の崩壊

地において、鹿島建設株式会社が実施している工事現場で行った。図1.1～図1.3に位置図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.1 現地実習箇所位置図(広域図) 

(地理院地図, http://maps.gsi.go.jp/#5/35.362222/138.731389/&vs=c1j0l0u0t0z0r0f0 に加筆) 
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工事現場
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五条駅

工事現場

鹿島建設赤谷工事事務所 

3 ㎞ 

図 1.2 現地実習箇所位置図(五條市周辺) 

(地理院地図,http://maps.gsi.go.jp/#5/35.362222/138.731389/&vs=c1j0l0u0t0z0r0f0 に加筆) 

図 1.3 現地実習箇所位置図(詳細)  

(地理院地図,http://maps.gsi.go.jp/#5/35.362222/138.731389/&vs=c1j0l0u0t0z0r0f0 に加筆) 

崩壊地

川原樋川 

赤谷 

工事現場

300m 

十津川 
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1.4 実習の日程 

 現地実習に向けての事前学習は 7 月 12 日から 21 日、現地実習は 7 月 24 日から 8 月 4 日、成

果取りまとめは 8 月 7 日から 31 日の期間に実施した。実習の日程を表 1.1 に、現地の実習の日程

を表 1.2、表 1.3 に示す。 

 

日程 内容 実習時間 

平成 29 年 

7 月 12 日～7月 21 日 

実習に向けての事前調査 10 時間 

7 月 24 日～7月 26 日 河道閉塞対策における緊急対策及び抜本対策の設計、施

工計画調査 

25.5 時間

7月 27 日～7月 28 日 河道閉塞対策の貯水池及び崩壊斜面監視調査 17 時間 

7 月 31 日～8月 24 日 床固工事及び法面対策工事における施工管理調査 42.5 時間

8月 27 日～8月 31 日 実習成果の取りまとめ 30 時間 

計 125 時間

 

 

日程 内容 実習時間

7月 24 日 ・災害の経緯、平成 23～28 年の工事内容に関する机上調査 

・深層崩壊箇所及び工事に関する現地調査 

8.5 時間

7月 25 日 ・既設対策工の性質、特徴及び被災歴に関する机上調査 

・工事の特徴及び安全対策に関する現地調査 

8.5 時間

7月 26 日 ・法面工事内容の現地調査 

・アンカー工施工に関する現地調査 

・安全管理及び環境配慮事項に関する現地調査 

・シュミットハンマーによる岩検査 

8.5 時間

7月 27 日 ・災害防止協議会の参加 

・アンカー材料検査 

・コンクリートの圧縮強度試験及びコンクリート製造に関する調査 

・ボーリングコア観察 

・工事用道路の整備状況調査 

8.5 時間

7月 28 日 ・安全管理及び環境配慮事項に関する現地調査 

・基準点測量、ICT 使用及び検尺の立会 

・アンカーの構造、施工方法及び適性試験に関する机上調査 

8.5 時間

表 1.1 実習の日程 

表 1.2 現地実習の日程(1) 
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1.5 報告書の構成 

  本報告書の構成について以下にまとめる。 

 1 章では、実習の概要として、実習の目的、場所、日程等について述べる。 

 2 章では、平成 23 年の台風による豪雨及び赤谷地区で発生した深層崩壊とこれによって生じた

天然ダム(河道閉塞)について述べる。平成 23 年 8 月、台風 12 号の通過に伴い紀伊半島において

記録的な豪雨が発生した。豪雨の影響で赤谷地区では深層崩壊が発生し、土砂が河川を堰き止め

て天然ダムを形成した。本実習は、この災害の対策工事の現場で実施した。 

 3 章では、緊急対策工事及び抜本対策工事について述べる。災害直後の平成 23 年 9 月より緊急

対策工事が、平成 24 年 11 月より抜本対策工事が実施された。台風期には崩壊、土砂流出及び出

水が複数回発生し、それにより設置した対策工が被災し、復旧を余儀なくされている。平成 28

年度までに、1 号砂防堰堤、2 号砂防堰堤、5 号床固工及び 6 号床固工が完成している。 

 4 章では、平成 29 年度の対策工事及び本実習内容について述べる。今年度の工事内容は 3 号床

固工、4 号床固工及び工事用道路の法面工の設置である。実習期間中の作業内容は、3 号床固工、

4 号床固工の床掘及び工事用道路の法面工事である。 

 5 章では、工事現場で実施されていた施工管理(工程管理、安全管理、環境配慮事項、品質管理

及び出来形管理)について述べる。工事現場では現場管理を務める鹿島建設株式会社のほか、砂防

堰堤施工業者、ボーリング業者、法面工施工業者等、複数の協力会社が一体となって工事を実施

日程 内容 実習時間

7月 31 日 ・3号床固工、4号床固工床掘の状況調査 

・アンカー適性試験立会 

・盛土締固試験に関する現地調査 

・コンクリート吹付状況の確認 

8.5 時間

8月 11 日 ・安全大会の参加 

・河川上流、崩壊箇所及び既設対策工の現況調査 

・中間報告資料作成 

8.5 時間

8月 12 日 ・中間報告 

・実習担当者及び世話教員面談 

8.5 時間

8月 13 日 ・安全パトロールの参加 

・資料整理とりまとめ 

8.5 時間

8月 14 日 ・資料整理とりまとめ 8.5 時間

計 85 時間

表 1.3 現地実習の日程(2) 
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している。1 つの作業が遅延した場合、工事全体の工程に影響するため、現場管理人は各協力会

社の進捗状況を把握して工程を調整することが重要である。また工事現場での事故を未然に防ぐ

ため、作業上の危険事項を事前に想定し、対策を講じること、他の現場で発生した安全対策の事

例を水平展開することで、危機意識を啓発することが重要となる。更に工事を実施するにあたり、

排気ガスの軽減や濁水対策等、環境に配慮すること、工事に使用する材料や施工が完了した箇所

について試験や検査を実施し、設計基準を満たしているか確認することも重要である。 

 6 章では、環境防災学講座の院生がこれまでに実施した実践実習についてまとめる。赤谷地区

の実践実習は平成 24 年より毎年実施しており、本実習で 6 年目となる。平成 24 年度の実習では

台風による土砂流出で被災した緊急対策工の復旧工事、平成 25 年度の実習では台風による出水で

被災した緊急対策工の復旧工事及び 2 号砂防堰堤の施工、平成 26 年度及び平成 27 年度の実習で

は 2 号砂防堰堤の施工、平成 28 年度の実習では 2 号砂防堰堤下流の水路及び側壁、1 号砂防堰堤

の施工が実施されていた。 

 7 章では、本実践実習のまとめ及び 6 年間の実習のまとめについて述べる。 
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2．赤谷地区の深層崩壊と天然ダム 

 

2.1 流域概要 

 赤谷は紀伊山地に位置する渓流で、新宮川水系十津川右支流川原樋川の右渓流であり、流域面

積 14.2km2、流路延長 10km である。水源は標高 1,344m の伯母子岳で、平均河床勾配 4°、斜面

勾配 30°～40°の急峻な V 字谷形状を呈す河川である。図 2.1 に赤谷の流域図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2.2 地形地質概要 

 紀伊山地は標高 2,000m 近い山々が連なる急峻な山地で、中央構造線南側の外帯に位置し、ほ

ぼ東西方向の帯状構造となっている。紀伊山地がこのような急峻な地形を呈しているのは、第四

紀より著しい隆起を続けているためである。 

紀伊山地は紀の川の北側をほぼ東西に延びる中央構造線を境として、北から三波川帯、秩父帯、

四万十帯が分布しており、赤谷地区は四万十帯に位置する。赤谷地区は四万十帯のうち、砂岩、

頁岩が互層状に分布する美山層に相当する地域であり、全体的に東北−南西方向の走向に北西に傾

斜する地層となっており、赤谷地区の崩壊は流れ盤斜面上で発生している。図 2.3 に赤谷地区周

辺の地質図を示す。 

 

2 ㎞ 

流域界(14.2km2)

赤谷 

川原樋川 

十津川

図 2.1 赤谷流域図 

(地理院地図,http://maps.gsi.go.jp/#5/35.362222/138.731389/&vs=c1j0l0u0t0z0r0f0 に加筆) 
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2.3 平成 23 年の豪雨 

 紀伊半島の南東側は太平洋からの上昇気流が発生しやすいため、梅雨や台風の時期を中心に豪

雨が発生し、年間降水量が 4,000mm に達する多雨地域となっている。 

 平成 23年 8 月 25 日に発生した台風 12号は、8月 30日から 9 月 5日にかけて日本列島に接近、

横断した(図 2.4)。台風の影響により西日本から北日本の山沿いを中心に豪雨が発生し、紀伊半島

では 8 月 30 日から 9 月 5

日にかけて、広い範囲で総

降水量 1,000mm(一部地域

では 2,000mm)を越える記

録的な豪雨となった(図 2.5、

図 2.6)。この豪雨により土

砂災害(写真 2.1)、河川の氾

濫(写真 2.2)等が発生し、奈

良県、和歌山県、三重県を

はじめ全国で死者 82 名、行

方不明者 16 名の甚大な被

害となった。

泥岩層 

砂岩泥岩互層 

砂岩泥岩互層 

赤谷

2㎞ 

図 2.3 調査地周辺の地質図 

(奈良県(1989)：1/50,000 土地分類基本調査(地形分類図)「伯母子山」に加筆) 

図 2.4 台風 12 号の進路(紀伊山地砂防事務所,2013) 
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図 2.5 紀伊半島周辺の総降水量 

(紀伊山地砂防事務所,2013) 

図 2.6 台風 12 号通過時の降水量(奈良県,2013) 

写真 2.2 熊野川の氾濫(国土交通省,2013) 

写真 2.1 那智勝浦町の土砂災害(国土交通省,2013) 
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 この台風 12 号により、紀伊半島において土石流 58 件、地すべり 13 件、がけ崩れ 30 件の土砂

災害が発生した(表 2.2)。また大規模な深層崩壊が 16 箇所で発生し、いずれも河川を堰き止めて

天然ダムを形成した。河川が全閉塞となったのは赤谷地区を含め 4 箇所、部分閉塞となったのは

12箇所である。そのうち 9箇所については、国土交通省による緊急対策工事が実施された(表 2.1、

図 2.7)。赤谷地区は河道閉塞箇所として緊急対策工事が実施されたうちのひとつである。土砂災

害防止法によると、河道閉塞の高さが約 20m を超える場合は国土交通省による緊急調査の対象と

なる。 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1 緊急対策工事箇所 

(紀伊山地砂防事務所,2013) 

図 2.7 緊急対策工事箇所 

(紀伊山地砂防事務所,2013) 
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 また奈良県、三重県、和歌山県の 3 県において、土砂災害により死者 41 名、行方不明者 15 名

という甚大な被害が生じた(表 2.3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2.4 赤谷地区の深層崩壊と天然ダム 

 赤谷地区では赤谷右岸が高さ約 600m、斜面長約 1,100m、幅約 450m、深さ約 30m の範囲で

深層崩壊が発生し、約 900 万 m3の土砂が流れ下った(写真 2.3)。土砂は赤谷の河川を堰き止め、

湛水量約 1,300 万 m3の天然ダムを形成した。赤谷地区は他の天然ダム形成箇所と比較して流域

面積が広大であり、降雨による湛水位の上昇が顕著であるため、天然ダムの決壊及び土石流の発

生といった 2 次的災害の危険性の高い地区であった(表 2.4)。図 2.8 に河道閉塞の諸元を示す。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 奈良県 和歌山県 三重県 合計 

土石流等 21 24 13 58 

地すべり 9 2 2 13 

がけ崩れ 3 2 25 30 

合計 33 28 40 101 

 奈良県 和歌山県 三重県 合計 

死者（人） 10 24 0 34 

行方不明者（人） 6 2 1 9 

表 2.3 台風 12 号にともなう死者及び行方不明者(3 県) 

幅約 450m 

斜面長約 1,100m 

閉塞高さ約 85m 

高さ約 600m 

写真 2.3 赤谷地区の河道閉塞状況 

(紀伊山地砂防事務所(2013)に加筆) 

表 2.2 台風 12 号にともなう土砂災害発生件数 

(消防庁ホームページを基に作成) 

(消防庁ホームページを基に作成) 
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平成 23 年 9 月 6 日より開始された天然ダム決壊に伴う土石流等による重大な土砂災害につい

て緊急調査を実施した結果、9 月 8 日に土砂災害緊急情報として「重大な土砂災害が想定される

区域と時期」が発表された(図 2.9)。これに伴い、赤谷地区に避難指示が発令され、9 月 16 日に

は警戒区域が設定された(全警戒区域の解除は平成 24 年 2 月 8 日)。 

地区名 
河道閉塞高 

（m） 

崩壊土砂量 

（万 m3） 

満水時湛水量 

（万 m3） 

流域面積 

（km2） 

赤谷 85 900 550 14.2 

長殿 80 680 270 4.5 

栗平 100 1,390 750 8.7 

北股 25 120 4 0.4 

熊野 60 410 110 1.2 

図 2.8 赤谷地区河道閉塞の諸元(近畿地方整備局,2014) 

表 2.4 河道閉塞箇所の概要 

(紀伊山地砂防事務所(2013)を基に作成) 
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直近の集落まで 

約 3km 

図 2.9 赤谷地区における重大な土砂災害が想定される区域 

(近畿地方整備局(2014)に加筆) 
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3．緊急対策工事及び抜本対策工事 

 
3.1 緊急対策工事着手までの流れ 

 天然ダムが越流や決壊した場合、下流地域に甚大な被害が生じる恐れがあるため、早期の調査

及び対策を行う必要があった。赤谷地区では災害発生直後の 9 月 11 日から現地調査を実施し、災

害発生からわずか 12 日後の 9 月 16 日には緊急対策工事に着手している(表 3.1)。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

3.2 緊急対策工事概要 

 平成 23 年 9 月 16 日から翌年 4 月にかけて、緊急対策工事として、河道閉塞箇所に工事用道路、

進入路、水中ポンプ、防護土堤、暗渠工、開水路の仮排水路工(導水路工、カゴマット護岸工、帯

工)、シュート工、砂防堰堤を設置した(図 3.1)。設置目的は、湛水位の低下、降雨時の越流水処理

や、河道閉塞箇所の侵食及び決壊防止、工事の安全確保である。図 3.2、写真 3.1 に緊急対策工事

の平面図を、写真 3.2 に完成した緊急対策工事の全景を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日程 内容 

平成 23 年 

9 月 12 日～4日 

台風 12 号の通過、赤谷川で深層崩壊の発生 

9 月 10 日 国土交通省より鹿島建設株式会社へ調査要請 

9 月 11 日～15 日 現地調査、着手協議 

9 月 16 日 緊急対策工事着手 

①工事用道路設置 

③水中ポンプ設置 ⑦仮排水路設置 

⑤仮排水路掘削・盛土 

⑧砂防堰堤設置 

⑨シュート工設置 

②進入路設置 

④防護土堤設置 
(無人化施工) 

⑥暗渠工設置 

図 3.1 施工フロー(江口・森田,2015) 

表 3.1 緊急対策工事着手までの流れ 

表は鹿島建設株式会社関西支店赤谷工事事務所長へのヒアリングを基に作成 
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写真 3.2 緊急対策工事全景(鹿島建設提供資料に加筆) 

図 3.2 緊急対策工事平面図(江口・森田,2015) 

仮排水路

シュート

砂防堰

進入防護土

写真 3.1 緊急対策工事計画全景(鹿島建設提供資料より) 
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3.3 工事内容 

(1)工事用道路 

 深層崩壊により、赤谷へ続く道路は全壊し、崩壊現場までの工事用道路を設置する必要があっ

た。初期段階では、緊急性の特に高い水中ポンプの資機材を搬入するため、川原樋川河床を掘削

及び盛土し、クローラダンプ等が通行可能な(4m 程度)及び勾配(25%)を最低限確保した。その後、

一般工事車両が通行可能なように改良が行われた。 

 

(2)進入路 

 赤谷と川原樋川の合流点から上流において、倒木の除去を行った後、天然ダムからの越流水や

浸透水により形成された河道を工事の妨げにならないルートに切りかえた。赤谷キャンプ場から

天然ダム下流までの区間については、崩土を掘削及び整地し、天然ダム下流は重機の登坂能力を

超える急勾配であったため、盛土により進入路を確保した。 

 
(3)水中ポンプの設置 

 天然ダムの水位の上昇を抑制するため、ポンプによる排水が計画された。排水計画は緊急性が

特に高いため、排水ポンプの資機材はヘリコプターにより運搬し、現地組立てにより対応した。

重機進入路設置後は、キャリアダンプにより運搬した。 

 水中ポンプは 60m3/s の能力を有するものを 10 台稼働させ、ポンプが水中に沈まないようフロ

ートに固定するとともに、排水部は礫が堆積し、既に水路が形成されている地点に設け、新たな

侵食が生じないよう配慮した。 

 
(4)防護土堤 

暗渠排水管及び仮排水路工の設置にあたり、右岸斜面の再崩落や落石の危険性があったため、

作業者の安全確保のための防護土堤を設置した。防護土堤の設置にあたっては、重機による通常

の施工のほか、改良材による地盤改良を加えた施工、施工中の危険性が特に高い箇所における無

人化施工が実施された。 

 

(5)暗渠工 

 仮排水路工設置工事にあたり河川水切り替えと上流の水位上昇を抑制するため、仮排水路工の

下部にハウエル管(φ1,000)による暗渠排水管を設置した(写真 3.3、写真 3.4)。この暗渠工によっ

て、渇水時に水位は仮排水路工の高さに到達せず、暗渠工によって排水されることとなり、出水

期においても暗渠工が天然ダム貯水池低下に重要な役割を果たす。 
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(6)仮排水路工 

 崩壊地に近接したセメント工場が被災し、セメ

ントの入手が困難で、且つ崩壊地の重機の侵入や

資材搬入が困難であること、現地発生土砂には硬

質な巨石が混在し、現地発生土砂を破砕して石材

として使用することが可能であったため、現地発

生土砂の粗石を投入した鋼製カゴマット(写真

3.5)による仮排水路工が選定された。 

 

 
写真 3.5 仮排水路工 

(鹿島建設提供資料より) 

写真 3.4 ダム堤体下流側の暗渠工吐口部(平成 25 年度実践実習報告書より) 

写真 3.3 ダム堤体上流側の暗渠工呑口部(平成 24 年度実践実習報告書に加筆) 
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(7)砂防堰堤 

 崩壊土砂の捕捉及び山脚固定を目的として、天

然ダム堤体の下流端右岸に砂防堰堤(写真 3.6)を

設置した。コンクリートの入手が困難でであった

ため、砂防ソイルセメントを利用した INSEM ダ

ブルウォール型を採用した。 

 

 
 

 

 

(8)シュート工 

 痩せ尾根より下流側の落差部では、通常ではコンクリートの渓流保全工を設置するところ、災

害直後はコンクリートの入手が困難であったため、モルタル吹付の斜路(シュート工)を設置して

対応した。図 3.3 にシュート工の平面図を示す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 平成 24 年 6 月の台風 4号による被災 

 平成 24 年 4 月までに仮排水路工が概ね完成し、抜本対策工事へと移行する直前の 6 月、台風 4

号の降雨の影響で斜面が崩壊し、約 10 万 m3の土砂が流出した。流出土砂により完成直後の仮排

水路工の閉塞、シュート工の洗掘が発生した(写真 3.7〜写真 3.9)。 

写真 3.6 仮排水路工全景 

(平成 25 年度実践実習報告書に加筆) 

砂防堰

シュート

図 3.3 シュート工平面図(鹿島建設提供資料に加筆) 
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写真 3.8 出水前後状況比較②(鹿島建設提供資料より) 

被災前（平成 24 年 5月 31 日） 

被災後（平成 24 年 6月 22 日） 

（平成 24 年 6 月 15 日）

（平成 24 年 9 月 19 日）

写真 3.7 出水前後状況比較①(平成 26 年度実践実習報告書より) 

写真 3.9 仮排水路工への土砂流入状況(鹿島建設提供資料より) 

18



 

3.5 抜本対策工事概要 

緊急対策工事完了後の平成 24 年 11 月より抜本対策工事が開始された。当初の計画では、砂防

堰堤 3 基、床固工群及び渓流保全工を設置するとともに、排土工及び緑化工といった法面対策工

を実施する計画とした。平成 24 年時点の抜本工事計画は図 3.4 の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 平成 24 年時点の工事計画図(鹿島建設提供資料より) 
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4．平成 29 年度の工事 

 
4.1 平成 29 年度の工事内容 

 平成 28 年度までに、1 号砂防堰堤、2 号砂防堰堤、1 号砂防堰堤より下流の 5 号床固工及び 6

号床固工が完成している。本年度の工事内容は、5 号床固工より下流の 3 号床固工、4 号床固工

の設置及び工事用道路の法面工事である(図 4.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

4.2 既に完成した砂防堰堤及び床固工 

(1)2 号砂防堰堤 

 2 号砂防堰堤は、3 基計画されている砂防堰堤のうち、上流から 2 番目にあたる堰堤であり、

河道閉塞部の山脚固定を目的としている。平成 24 年より着手し、平成 28 年に完成している。 

構造として、砂防ソイルセメントの本堤及び第 1 垂直壁、コンクリートの第 2 垂直壁の三枚板

構造となり、本堤の規模は堤高 12m、堤長 105.3m である。2 号堰砂防堤の特徴として、本堤右

岸袖部の定着部が軟岩であるため、洗掘防止のためにスラストコンクリートを打設しており、左

岸袖部の定着部は堆積した崩壊土砂であるため、人工地山に改良している。水叩き部の洗掘防止

ため、磨耗防止コンクリート(写真 4.1)を打設しており、また第２垂直壁下流部の洗掘防止のため、

延長約 100m のコンクリート三面張の流路工を設置している(写真 4.2)。 

 流出土砂対策として、堰堤袖部の背後に砂防ソイルセメントを用いた盛土を設置している。袖

部の斜面についてはコンクリート吹付、鉄筋挿入工、ネット工で対策(写真 4.3)を実施し、他の切

土法面は砂防ソイルセメントを吹付けて強化し、崩壊を防止している。 

図 4.1 工事計画図 
(紀伊山系砂防事務所 HP,http://www.kkr.mlit.go.jp/kiisankei/map/3.html に加筆)

3 号・4号床固工

法面工事箇所
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(2)1 号砂防堰堤 

 1 号砂防堰堤(写真 4.4)は 3 基の堰堤の最下流に位置しており、土石流の捕捉を目的としている。

砂防ソイルセメントの本堤、コンクリートの垂直壁の構造となる。平成 26 年より着手し、平成

28 年に完成している。2 号砂防堰堤同様、本堤袖部の定着部が軟岩であるため、洗掘防止のため

にスラストコンクリート(写真 4.6)を打設しており、更に左岸(写真 4.7)はスラストコンクリートを

補強土壁工で覆い、強化している。袖部の斜面にはコンクリート吹付や鉄筋挿入工を設置し、崩

壊を防止している。また水叩き部の洗掘防止ため、磨耗防止コンクリート(写真 4.5)を打設してい

る。土砂流出による本堤の破損防止対策として、本堤背後に砂防ソイルセメント(写真 4.8)を用い

た盛土を設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.1 2 号砂防堰堤全景 

磨耗防止 Co

ネ ッ ト

写真 4.2 流路工全景 

Co吹付+鉄筋購入工

スラストCo

袖部保護盛

写真 4.3 右岸斜面対策 

写真 4.4 1 号砂防堰堤全景 写真 4.5 磨耗防止コンクリート 

磨耗防止Co

砂防ソイルセメン
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(3)5 号床固工及び 6号床固工 

 1 号砂防堰堤の約 50m 下流に位置し、上流より 6 号床固工、5 号床固工(写真 4.9)となる。土砂

流入率の高い洪水流を安全に流下させること、河道の縦断及び渓岸侵食防止を目的に設置された。 

 5 号床固工及び 6 号床固工共に砂防ソイルセメントの本堤、コンクリートの垂直壁の構造とな

り、垂直壁は堆砂型で、天端のみ目視できる。5 号床固工の左岸袖部は基盤岩に定着しているが、

右岸袖部は崩壊土砂や旧河床堆積物を定着部としているため、人工地山に改良している 

 

 

 

 

 

 

 

 

スラストCo

Co吹付
鉄筋挿入 スラストCo+補強土壁工

盛土

写真 4.6 右岸袖部対策 写真 4.7 左岸袖部対策 

写真 4.8 本堤の背面の盛土 

盛土

1号砂防堰堤

6号床固工

5号床固工

写真 4.9 5 号床固工及び 6号床固工全景 
22



 

4.3 実習期間中の工事内容 

 実習期間中は、3 号床固工及び 4 号床固工の床掘作業、工事用道路の法面のアンカー工設置、

ラス張り、コンクリート吹付作業を実施していた。本実習では、各工種の機能、構造及び施工方

法に関する机上及び現地調査や、施工基準を満足しているか確認するための試験、検査及び立会

を実施した。 

(1)3 号床固工及び 4号床固工 

 5 号床固工より下流に設置が計画されており、本堤及び垂直壁の構造(図 4.2)となる。土砂流入

率の高い洪水流を安全に流下させること、河道の縦断及び渓岸侵食防止を目的に設置する。実習

期間中は床掘を実施していた(写真 4.10)。 

 床掘時、施工予定箇所より想定外の湧水が発生したため、裏込め材として砕石の敷き詰め作業

が追加されていた。このように工事においては想定外の事態により追加作業が発生する場合も多

い。それにより作業の遅れや中断が発生しないよう、新たな資材の手配、工程の調整、作業員へ

の指示等、迅速で的確な対応を行わなければならない大変さを感じた。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.2 3 号床固工及び 4号床固工平面図(鹿島建設提供資料より) 

3 号床固工 4 号床固工

5号床固工
6号床固工
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(2)法面工事 

 工事用道路(将来的には管理用道路)の法面を補強するため、アンカー工及び鉄筋挿入工(写真

4.11)の施工、法面整形(写真 4.12)、ラス張り、コンクリート吹付(写真 4.13)が実施されていた。 

 法面全体のラス張り、コンクリート吹付はすべて手作業で行われていた。高所の作業もあるた

め、落下防止等特に安全面の配慮が重要であると感じた。定着層が想定より深い場合、挿入する

鋼材の延長を変更する必要があるが、鉄筋挿入工及びアンカー工は挿入方向が異なっており、鋼

材同士がぶつからない様考慮して設計を変更しなければならないため、設計変更の大変さを感じ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.10 床掘状況 

3 号床固工設置箇所
3号床固工設置箇所

鉄筋挿入工

アンカー工

写真 4.11 アンカー工及び鉄筋挿入工全景 写真 4.12 法面整形状況 

写真 4.13 コンクリート吹付状況 
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○アンカー工 

 アンカー工(写真 4.14)は、硬岩または軟岩の斜

面において、中～大規模な崩壊対策で用いられ、

土塊のすべり面又は表層の軟弱層より深い地山

(定着層)に緊結したり、抑止杭や土留め壁等他の

工法と併用して斜面の安定性を高める目的で用

いる。設置方法として、小さい削孔に高強度の鋼

材等の引張り材を挿入し、鋼材を基盤内に定着さ

せて、鋼材の引張り強さを用いて地すべり滑動力

等に対抗しようとする工法である。 

 本調査地の法面では合計 61 本のアンカー工が

設置された。図 4.3～図 4.5 にアンカー工の構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼材

受圧版 

防錆キャップ

定着部

図 4.3 アンカー工構造図(鹿島建設提供資料より) 

図 4.4 アンカー工施工平面図(鹿島建設提供資料より) 

写真 4.14 アンカー工全景 
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 鋼材挿入後(写真 4.15)、アンカー工の性能や施工の適切性を確認するため、適性試験(写真 4.16)

及び確認試験を行う。適性試験とは、アンカー工の一部から選定して、多サイクルで所定の荷重

まで載荷して行うもので、確認試験とは、適性試験に用いたアンカー工を除くすべてのアンカー

工について、1 サイクルで所定の荷重まで載荷して行うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〇鉄筋挿入工 

鉄筋挿入工(写真 4.17)は、アンカー工と比較し

て短い鋼材を地山に配置し、主に鋼材の引張力に

よって法面の崩壊を抑止するために用いられる。

比較的崩壊規模の小さい斜面に適用される。図

4.6～図 4.8 に鉄筋挿入工の構造を示す。 

 

図 4.5 アンカー工施工断面図(鹿島建設提供資料より) 

アンカー工 

軟弱層 

定着層

写真 4.15 鋼材挿入状況 写真 4.16 適性試験実施状況 

写真 4.17 鉄筋挿入工全景 
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ヘッドキャップ 

鋼材

定着部 

図 4.6 鉄筋挿入工構造図(鹿島建設提供資料より) 

図 4.7 鉄筋挿入工施工平面図(鹿島建設提供資料より) 
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4.4 緊急対策工事の現況 

 平成 24 年の台風後も、平成 25 年、26 年、27 年の台風時に土砂流出や出水が生じ、仮排水路

工を埋め尽くした。現在、仮排水路工はほぼ埋没しているが、暗渠工(写真 4.20)や崩壊地下流側

に設置した砂防堰堤及び床固工により山脚固定や土砂捕捉の効果が見込まれる。しかし、渓岸侵

食を防止し、流路を安定させるためには、将来的に渓流保全工を設置する必要があると考える。

写真 4.18、写真 4.19 に緊急対策工事の現況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.18 仮排水路工現況① 写真 4.19 仮排水路工現況② 

写真 4.20 暗渠工現況 

図 4.8 鉄筋挿入工施工断面図(鹿島建設提供資料より) 

鉄筋挿入工
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5．施工管理 

  

 現場で実施していた工程管理、安全管理、環境配慮事項、品質管理及び出来形管理について述

べる。 

5.1 工程管理 

 現場では複数の協力会社が一体となって作業を行っており、工事を円滑に実施するために毎朝

及び昼に各協力会社の作業内容及び進捗状況を確認し、工程を調整している。本実習期間中は朝

礼及び昼礼に毎日参加し、作業進捗状況を確認した。 

○朝礼 

 7 時 50 分より朝礼を実施し、協力会社ごとに本日の作業内容や作業人員の確認を行い、工程の

確認と調整を行う。 

 

○昼礼(写真 5.1,写真 5.2) 

 午前中の作業状況と午後の作業内容の確認、午後の作業における KY 活動も合わせて実施する。

各協力会社の工程を確認し、全体の工程を調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5.2 安全管理 

 現場では KY 活動や掲示物、看板の設置等を行うことで事前の安全対策や危機意識の啓発、安

全大会や安全パトロール等で他の現場で実施している安全対策の水平展開等を実施していた。 

(1)ミーティング及び掲示物 

○体操、KY(危険予知)活動、TBM 

 体操により体を覚醒させる(写真 5.3)。朝礼では各協力会社の作業内容及び作業人員の確認、

KY(危険予知)活動、TBM(ツールボックスミーティング)(写真 5.4)を実施し、工事における危険箇

所の発見と、危険回避方法を確認する。特に KY 活動では、危険性の大きさに対してリスク評価

の観点を取り入れており、ステップ 1 では「どこにどんな危険がひそんでいるか(リスクの特定)」、

ステップ 2 では「わたしたちはリスクに対してこうします」というような安全対策を図っている。

写真 5.1 昼礼実施状況 写真 5.2 作業調整記録 
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○災害防止協議会 

 月に 1 回の災害防止協議会(写真 5.5)や安全教育の場が設けられ、協力会社に対して、他現場で

の災害事例やその対策についての水平展開や、熱中症の予防方策の周知が図られていた。 

①事故事例報告・通達事項 

・ 熱中症の予防措置と体調管理に関する注意事項を通達する。 

・ 事故事例の紹介と現場での注意事項の確認を行う。 

②工事工程及び安全衛生管理計画説明 

・ 次月の工事工程と行事予定の確認を行う。 

③安全目標 

・ 各協力会社が月単位の安全衛生目標(安全目

標、環境目標、品質目標)を設定し、今月の目

標達成度と次月の目標の内容を報告する。 

④現地パトロールの指摘事項 

・ 事前に各協力会社の安全衛生責任者が現地パ

トロール(自主パトロール)を実施し、現場の安

全に対する指摘事項を報告する。 

 
○安全大会及び安全パトロール 

 月に 1 回、安全大会(写真 5.6)及び安全パトロール(写真 5.7)が実施される。安全大会では現場

作業における危険事項及び安全対策の周知や、表彰を行い作業員を慰労する。また安全パトロー

ルにより現場を巡視し、第三者目線で見た現場の留意事項について協議する。 

写真 5.3 体操実施状況 写真 5.4 TBM 実施状況 

写真 5.5 災害防止協議会実施状況 
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○看板による安全管理事項の掲示 

 朝礼広場の作業員が目視しやすい場所に看板を設置しており、ワイヤーロープの点検要領(写真

5.8)、クレーンによる吊移動時の指差呼称(写真 5.9)、現場スローガン(写真 5.10)等が掲示されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.6 安全大会における表彰 写真 5.7 安全パトロール実施状況 

写真 5.8 ワイヤーロープの点検要領 写真 5.9 吊移動及び運転作業要領 

写真 5.10 現場スローガン等 
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(2)現場の安全対策 

○熱中症対策 

 現場には遮蔽物の少ないため、熱中症が発生しやすい環境であった。そのため、KY 活動時の

熱中症防止の呼びかけ、30 分に 1 回の給水や塩分(塩飴)の摂取の徹底、日差しの遮断(写真 5.11)、

扇風機の設置(写真 5.12)、現場内に製氷機の設置(写真 5.13)等、熱中症の対策を実施している。 

 当現場では様々な熱中症対策を講じているため、昨年及び今年の現場作業において熱中症患者

は発生していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○火気対策 

 喫煙スペースや、エンジン使用箇所等、火の気のある場所には消火器や消火水(写真 5.14,写真

5.15)を設置し、火気対策を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○安全柵の設置 

 比較的高所で作業員が立入る場所については安全柵が設けられ、落下防止対策が講じられてい

る。工事用道路(写真 5.15)及びに床固工袖部(写真 5.17)に柵が設置されていた。また大型の重機

は柵が認識できない可能性があるため、工事用道路の柵沿いに 15m ピッチで 3m のポールが立て

られていた(写真 5.16)。ポールの上部には蛍光テープを巻くことで、日が落ちても蛍光テープが

消 火

写真 5.11 日よけ対策 写真 5.12 扇風機の設置 写真 5.13 製氷機の設置 

写真 5.14 消火器の設置① 写真 5.15 消火器の設置② 
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光を反射してポールが認識できるように工夫している。また、法面工事箇所について、法肩に簡

易落石防止柵とネット工(写真 5.18)を設置して、作業員の安全を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○法面保護 

 工事用道路の法面の脆弱部において、ネット工(写真 5.19)やモルタル吹付(写真 5.20)を実施す

ることで落石や崩壊を防止し、作業員の安全を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.15 安全柵の設置 写真 5.16 ポールによる法肩の明示 

写真 5.17 床固工袖部の安全柵 写真 5.18 法肩の簡易落石防護柵 

写真 5.19 ネット工 写真 5.20 ネット工及びモルタル吹付 
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○危険箇所の明示 

 危険が予測される箇所については看板が設置され、作業員に明示している(写真 5.21、写真 5.22)。

看板は高輝度看板となっており、日が落ちても光を反射して看板が認識できるよう工夫している。

法肩(写真 5.23)や電線等の配管(写真 5.24)にも目立つ色で危険喚起の表示板が設置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○通路の確保 

 大型の重機やダンプが走行し、且つ作業員の

移動が頻繁な場所については、法肩に落下防止

対策の波返しを、法肩より 1m の箇所にピン柵

を、更に法肩より 2m 離れた位置に緑のカラー

コーンを設置して、車道と歩道を区分している

(写真 5.25)。 

 

 

写真 5.21 下り坂明記看板 写真 5.22 重機侵入看板 

写真 5.23 法肩の明示 写真 5.24 配管の明示 

写真 5.25 車道と歩道の区分状況 
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○作業スペースの出入り口の明示 

 作業スペースについては黄色のカラーコーン

で囲っているが、出入り口は青いカラーコーン

を設置することで、作業員が行き来する場所を

明示している(写真 5.26)。 

 

 

 

 

 
○出船駐車と輪止めの設置 

 現場内に車両は、災害時に迅速に避難が出来るよう、出船駐車(写真 5.27)を徹底している。ま

た、駐車時の車両の誤発進を抑止するため、輪止め(写真 5.28)の設置を行なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○作業中止基準 

 基準値以上の降水量、地震、観測計器の変位等発生した場合、速やかに作業を中止及び避難で

きるよう、表 5.1 の通り作業中止基準が設けられている。 

 
○出水状況の監視 

 現場には監視カメラを設置しており、出水状況をウ

ェブ上でリアルタイムで確認することができる(写真

5.29)。 

 

輪 止

写真 5.26 作業スペースの出入り口 

写真 5.27 出船駐車状況 写真 5.28 輪止めの設置 

(紀伊山系砂防事務所 HP：http://www.kkr.mlit.go.jp/kiisankei/map/3.html より) 

写真 5.29 輪止めの設置
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レベル 内容 崩壊地内及び周辺の警報発令 

1 通常 

監視 

・日常点検(ダム湖の水位・湧水状況・堆積土の亀裂状況) 

・伸縮計・杭式傾斜計(崩壊検知センサ)のデータ確認(作業開始前) 

2 作業 

注意 

・気象庁が「大雨注意報」を発令した場合 

・時間雨量が 5mm 以上を連続 3時間観測した場合(赤谷観測) 

・地盤伸縮計の移動量が 10mm/日以上を観測 

・地中伸縮計の移動量が 10mm/日以上を観測 

・パイプひずみ計の変動量が 240 マイクロストレイン/日以上を観測 

・複数の杭式傾斜計(崩壊検知センサ)が 9°/日を観測 

＜連続雨量・地盤伸縮計・地中伸縮計による警報メールが届いた場合、た

だちに河道閉塞部搬入路の上・下流路でパトライトによる注意表示＞ 

3 作業 

中止 

・気象庁が「大雨警報」を発令した場合 

・連続雨量が 100mm を観測した場合(赤谷地区雨量計) 

・時間雨量が 10mm を観測した場合(赤谷地区雨量計) 

・震度 4以上の地震が発生した場合 

・濃霧等で崩落斜面の確認ができない場合 

・地盤伸縮計、地中伸縮計の移動量が 25mm/日または 2mm/h 以上を観測 

・パイプひずみ計の変動量が 40 マイクロストレイン/h 以上を観測 

・複数の杭式傾斜計(崩壊検知センサ)が 3.0°/h を観測 

・複数の杭式傾斜計(崩壊検知センサ)が累計 30°を観測 

・ワイヤセンサの切断 

 
 作業開始基準は以下の通りである。 

【降雨等による中止の場合】 

・4 時間連続雨量が無い場合で、下記の点検結果で異常が無いこと。 

 ①亀裂箇所 

②湧水箇所 

【地震・地盤伸縮計・地中伸縮計の数値による中止の場合】 

・伸縮計の移動量及び下記の点検結果で異常が無いこと。 

 ①拡大崩壊ブロックの亀裂、斜面内に新たな亀裂の発生 

 ②崩壊地滑落崖の亀裂、崩壊、拡大亀裂 

 ③監視装置の操作確認 

【杭式傾斜計の数値による中止の場合】 

・検知センサの角度に 4 時間変化が無く、下記の点検結果で異常が無いこと。 

表 5.1 作業中止基準 

36



 

 ①堆積土 

 ②亀裂箇所、岩盤崩落 

 ③監視装置の動作確認 

【濃霧等による中止の場合】 

・崩落斜面が目視で確認できること。 

 
5.3 環境配慮事項 

 現場では、作業により排出される汚泥や排気ガスの軽減、発生土砂対策として砂防ソイルセメ

ントの使用といった環境配慮が実施されていた。 

○排気ガスの削減化 

 現場内で使用している重機やダンプは、国土交通省が指定している超低騒音型、第 2 次基準値

排出ガス対策型の車両(写真 5.30、写真 5.31)を使用しており、排気ガスの削減や騒音の抑制に配

慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○濁水対策 

 現地には暗渠工が設置しており、工事範囲の本川の渓流水は全て暗渠で流下しているため、工

事により出た濁水は渓流水には混ざらず、この現場では濁水がほぼ発生しない。 

 
○発生土対策 

 砂防堰堤、床固工等、砂防ソイルセメントを使用している。砂防ソイルセメントは現地発生土

砂を使用しているため、資源を再利用することで廃棄土の削減、搬出及び運搬作業省略による 環

境負荷の軽減につながっている。施工業者としても法面整形後に砂防ソイルセメンを吹付けて強

化するといった工夫を行なっている。 

 

写真 5.30 超低騒音型及び 

第 2次基準値排出ガス対策型の重機 

写真 5.31 超低騒音型及び 

第 2次基準値排出ガス対策型のマーク 
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○土壌汚染対策 

 現地土壌と一般土用固化材による六価クロム溶出試験を実施した結果、六価クロムの溶出が土

壌環境基準値を超えたため、単価が高いが特殊土用固化材を用いて六価クロムの溶出を抑制して

いる。 

 

○粉塵対策 

 散水により粉塵拡散防止対策を行なっている(写真 5.32)。またダンプが現場から出る時は、タ

イヤの土や泥を落とし、現場外の道路が泥で汚れないよう対策を行なっている(写真 5.33)。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5.4 品質管理及び出来形管理 

 設計基準を満たしているか確認したり、品質の確保を図るため、各種試験及び立会を実施して

いる。本実習では各種試験の現地説明や、立会に同行した。 

 
○シュミットハンマーによる岩検査 

 シュミットハンマーとは岩盤に打撃を加え、

返ってきた衝撃の反射の強さを図ることで岩盤

の強度を測定する機器である。現地では設計上

軟岩と想定される箇所において、シュミットハ

ンマーを用いて岩検査(写真 5.34)を行った。 

 

 

 

 

写真 5.33 タイヤ洗浄状況 写真 5.32 散水状況 

写真 5.34 岩検査状況 
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○材料検査 

 工事において適切な施工を図るため、使用す

る材料、製品の品質について施工前に検査を実

施した(写真 5.35)。 

 

 

 

 

 

 
○コンクリートの圧縮強度試験 

 堰堤及び床固工等で使用するコンクリートの

強度が基準を満たしているかを測るため、圧縮

強度試験を実施した(写真 5.36)。圧縮強度試験と

は、直径 10cm、高さ 20cm のコンクリート供試

体を専用の機械に挟み込み、上から圧力をかけ

破壊するまでの強度を測定するものである。 

 

 

 

 
○コア観察・検尺 

 ボーリング掘削後、発注者立会いの下、着岩しているか確認するためのコア観察(写真 5.37)や、

ロッド引抜きによる検尺(写真 5.38)を実施する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.35 アンカー工鋼材材料検査状況 

写真 5.36 圧縮強度試験状況 

写真 5.37 コア観察状況 写真 5.38 検尺状況 

39



 

○盛土の締固め試験 

RI を使用して、盛土材の湿潤密度・含水量・

乾燥密度・含水比・締固め・空気間隙率を測定

し、盛土材として適した材料であるかを試験し

た(写真 5.39)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.39 締固め試験状況 

40



 

6．これまでの実践実習における工事内容 

 
6.1 これまでの実践実習概要 

赤谷地区における実践実習は平成 24 年より毎年実施しており、本実習で 6 年目となる。本

章ではこれまでの実践実習時に行われていた工事内容についてまとめる。表 6.1 に、平成 23
年～29 年の工事工程を、表 6.2 にこれまでの実践実習の内容を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実習年度 実習者名 実習期間 実習内容 

24 安海 高明 7 月 9 日～7月 20 日 平成 24 年 6 月台風の被災に伴う仮排水路の補

修工事 

25 西村 直記 7 月 22 日～8月 2日 平成 24年 6月台風の被災仮排水路の補修工事、

2号砂防堰堤築造工事(土工など) 

26 江藤 稚佳子 7 月 22 日～8月 1日 2 号砂防堰堤築造工事(本体工など) 

27 阿部 拓実 7 月 27 日～8月 7日 2 号砂防堰堤築造工事 

(平成 24 年 6 月台風の被災に伴う復旧) 

28 塚原 直幸 7 月 25 日～8月 5日 1 号砂防堰堤築造工事(本体工など) 

 
 

3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12

【緊急対策工事】

　　仮排水路工

【抜本対策工事】

　　1号砂防堰堤
　　2号砂防堰堤
　　3号砂防堰堤
　　１号床固工
　　2号床固工
　　3号床固工
　　4号床固工
　　5号床固工
　　6号床固工
　　法面対策工

【臨時的な対応】

　　仮排水路復旧工
　　再崩落防止対策等

平成29年
工種

平成28年平成27年平成26年平成25年平成24年平成23年

表 6.1 赤谷地区工事工程表 

表 6.2 これまでの実習内容 

※赤線部は今回の実習期間中に実施していた工事内容を示す 
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6.2 平成 24 年度実践実習 

 平成 24 年度の現地実習は 7 月 9 日～21 日の期間に実施した。工事内容としては、平成 24 年 6
月の台風 4 号の影響で破損した仮排水路工とシュート工の復旧工事である。 
 復旧工事実施にあたり、降雨による地表水及び地下水の流入が問題となったため、排水ポンプ

(写真 6.1)による排水作業を実施した後、シュート工の復旧工事を開始した。シュート工洗掘防止

のために護床ブロック(写真 6.2)を設置し、1:2 の勾配でソイルセメントを敷きならし、シュート

工を復旧した(写真 6.3)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 出水時、暗渠工呑み口部に流木が堆積したため、流木による排水機能低下を防止するために鋼

製籠(写真 6.4)を設置し、呑み口部を保護した(写真 6.5)。 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.1 ポンプによる排水状況 

(平成 24 年度実践実習報告より) 

写真 6.2 護床ブロック設置状況 

(平成 24 年度実践実習報告より) 

写真 6.3 シュート工復旧状況(平成 24 年度実践実習報告より) 

写真 6.4 流木進入防止用の鋼製の籠 

(平成 24 年度実践実習報告より) 

写真 6.5 暗渠工呑み口の保護 

(平成 24 年度実践実習報告より) 
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6.3 平成 25 年度実践実習 

 平成 25 年度の現地実習は 7 月 22 日～8 月 2 日の期間に実施した。平成 25 年 6 月に出水が発

生しており、暗渠工の吞口部が破損した。実習期間中は平成 24 年 6 月の台風時に被災した砂防堰

堤の復旧、平成 25 年 6 月の出水時に破損した暗渠工吞口部の復旧、天然ダム上流の盛土による工

事用道路の施工ヤードの確保及び 2 号堰堤袖部貫入予定箇所の法面整形が実施されていた。 
(1)砂防堰堤の復旧 

崩壊土砂捕捉及び山脚固定を目的として、天然

ダム堤体の下流端右岸に設置された砂防堰堤が、

平成 24年 6月に発生した崩壊により被災したため、

復旧作業が実施された(写真 6.6)。 
 
 
 
 
 
 
 
(2)暗渠工の復旧 

平成 25 年 6 月の台風に伴う出水によりに暗渠工呑口部が破損した。破損部からの水の流入によ

り排水されているため急迫した状況ではないが、破損原因の調査と破損部の交換が実施された(写
真 6.7)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

(3)天然ダム上流の盛土 

掘削等で生じた土砂は、天然ダム上流を埋め立てるように盛土し、工事用道路や施工ヤードの

確保に用いられた(写真 6.8)。掘削土砂は多いときには 1 ヶ月で 12 万 m3に及んだ。 

破損箇所 
（管中央が陥没し折れている） 

写真 6.7 暗渠工破損状況(平成 25 年実践実習報告より) 

堰堤復旧範囲 

写真 6.6 防護土堤復旧範囲

(平成 25 年度実践実習報告より)
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(4)2 号砂防堰堤の施工状況 

 2 号砂防堰堤は、赤谷地区で 3 基計画されている砂防堰堤のうち、上流から 2 番目にあたる砂

防堰堤であり、河道閉塞部の脚部固定を目的としている(図 6.1)。当初、2 号堰堤は本堤、垂直壁、

側壁、水叩きの構造としていた。本堤の規模は堤高 14.5m、堤長 126m で、構造は上下流に外部

保護材を設置し、中詰め材に INSEM 材を用いた構造(SB ウォール)であり、垂直壁、側壁及び水

叩きはコンクリート構造となる。 
 平成 25 年度の実践実習期間中は、堰堤の袖部貫入予定箇所の法面整形(写真 6.9、写真 6.10)が
実施されていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.8 掘削土砂による盛土(平成 25 年度実践実習報告より) 

図 6.1 2 号堰堤平面図(平成 25 年度実践実習報告より) 

写真 6.9 堰堤左岸袖部貫入予定箇所 

(平成 25 年度実践実習報告より) 

写真 6.10 堰堤右岸袖部貫入予定箇所 

(平成 25 年度実践実習報告より) 44



 

6.4 平成 26 年度実践実習 

 平成 26 年度の現地実習は 7 月 22 日～8 月 1 日の期間に実施した。工事内容としては、2 号砂

防堰堤の設置である。 
(1)2 号砂防堰堤の施工状況 

 平成 25 年 9 月の台風 18 号に伴い斜面が再崩壊したことで、当初の位置では 2 号砂防堰堤の施

工が困難となった。そこで安全面を考慮し、堰堤の設置位置を 45m 下流に移動し、新規に施工す

ることとなった。構造として、砂防ソイルセメントの本堤及び第１垂直壁、コンクリートの第 2
垂直壁の 3 枚板構造を計画し、本堤の規模は堤高 12m、堤長 105.3m に変更した(写真 6.11)。 
 平成 26 年の実践実習期間中は、本堤と第１垂直壁の水叩きコンクリート施工が実施されていた

(写真 6.12)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.11 2 号堰堤施工計画 

(平成 26 年度実践実習報告より) 

写真 6.12 2 号堰堤施工状況 

(平成 26 年実践実習報告より) 
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6.5 平成 26 年 8 月の台風 11 号による被災 

 平成 26 年の実践実習直後の 8 月の台風 11 号の影響で斜面が再崩壊し、約 76 万 m3の土砂が流

出した。流出した土砂は 2 号砂防堰堤を越流し、袖部の破損や上下流の侵食をもたらした(写真

6.13)。対策工事として、袖部の保護のため、袖部背後に砂防ソイルセメントを用いた保護盛土を

追加計画した(写真 6.14)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.14 袖部保護盛土状況(平成 28 年実践実習報告より) 

写真 6.13 平成 26 年台風 11 号の被災前後の状況(平成 27 年度実践実習報告より) 

袖部保護盛

台風直後の土砂越流状況 
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6.6 平成 27 年 7 月の台風 11 号による被災 

 平成27年7月の台風11号の影響で出水が発生した。比較的土砂分の少ない出水であったため、

仮排水路工の底盤部(写真 6.15)、砂防堰堤下流側の暗渠工周辺(写真 6.16)及び 2 号砂防堰堤の第 2
垂直壁周辺にて侵食や地盤の流出が発生した。地盤の流出により第 2 垂直壁左岸袖部は沈下及び

転倒した(写真 6.17)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.17 平成 26 年台風 11 号の 2号堰堤被災前後の状況 

(平成 27 年度実践実習報告より) 

写真 6.15 出水後の仮排水路工全景 

(平成 27 年度実践実習報告より) 

写真 6.16 暗渠工周辺の侵食 

(平成 27 年度実践実習報告より) 
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6.7 平成 27 年度実践実習 
 平成 27 年度の現地実習は 7 月 27 日～8 月 7 日の期間に実施した。工事内容としては、台風 11
号の出水により破損した 2 号砂防堰堤の復旧工事である。 
(1)2 号砂防堰堤の施工状況 
復旧工事として、第 2 垂直壁直下流側の侵食を抑止するため、砂防ソイルセメントの被覆(写真

6.18)と遮水鋼矢板の延伸打設が計画された。平成 27 年の実践実習期間中は、砂防ソイルセメン

トの被覆工事が実施されていた(写真 6.19)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ソイルセメン

袖部転倒

写真 6.19 2 号砂防堰堤復旧状況 

(平成 27 年実践実習報告より) 

写真 6.18 砂防ソイルセメント施工計画(鹿島建設提供資料より) 
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6.8 平成 28 年の 2号堰堤施工状況 

 平成 28 年度の現地実習は 7 月 25 日～8 月 5 日の期間に実施した。工事内容としては、2 号砂

防堰堤下流部の側壁と護岸の施工及び 1 号砂防堰堤の施工工事である。 
(1)2 号砂防堰堤の施工 
 2 号砂防堰堤は平成 28 年 3 月に完成した(写真 6.20)。平成 28 年の実践実習期間中は 2 号砂防

堰堤下流部の側壁と護岸の施工が行われていた。当初設計では枠組み足場による施工を予定して

いたが、護岸上部では足場と施工面が離れるため、安全な施工のためには埋め戻しと足場の再設

置が必要となる。そのため、枠組み足場の代わりにキャットウォーク(写真 6.21)を使用し、工期

の短縮が行われていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

(2)1 号砂防堰堤の施工 

 1 号砂防堰堤は３期の堰堤の最下流に位置しており、土石流の捕捉を目的としている。1 号砂防

堰堤は砂防ソイルセメントの本堤、コンクリートの垂直壁、側壁、水叩き、前庭保護工で構成さ

れている。 
 平成 28 年の実習期間中は、本堤、本堤背面盛土、袖部斜面保護工の施工工事が実施されていた

(写真 6.22、写真 6.23)。右岸側袖部では人工地山、間詰工の施工のため、足場設置、型枠設置、

コンクリート打設が計画されている。しかし右岸側袖部の露岩は脆弱(写真 6.24)で、作業員の安

全確保が困難であると施工時に判断され、崩落防止のためのモルタル吹付(写真 6.25)が実施され

た。 

 2 号砂防堰堤が台風による 2 度の出水で堤体が破壊された経緯を踏まえ、1 号砂防堰堤施の堤体

を出水から保護するため、堤体背面に盛土施工が実施された。この盛土により、堤体保護のみな

らず、施工ヤードとして利用できるため、堤体内部へのアクセスが容易となり、工期短縮に繋が

っている。 

写真 6.20 平成 28 年度実習中 2堰堤状況 

 (平成 28 年度実践実習報告より) 

写真 6.21 キャットウォーク 

(平成 28 年度実践実習報告より) 

49



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6.22 1 号堰堤全景 

(平成 28 年度実践実習報告より) 

写真 6.23 本堤施工状況 

(平成 28 年度実践実習報告より) 

写真 6.24 右岸袖部の露岩状況 

(平成 28 年度実践実習報告より) 

写真 6.25 右岸袖部モルタル吹付状況 

(平成 28 年度実践実習報告より) 
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7．まとめ 

 
7.1 平成 29 年度の実習について 

 本実習では、平成 23 年紀伊半島大水害において、赤谷地区で発生した深層崩壊による河道閉塞

箇所での対策手法について習得することを目的に、平成 29 年度に実施している工事について、崩

壊土砂(河道閉塞堤体)の安定化のための越流水処理及び砂防堰堤などの設計・施工方法、現地にお

ける崩壊斜面監視調査手法、並びに施工管理手法について実習した。実習を通じて学んだこと、

今後に生かしたいことを以下に述べる。 
(1)今後の仮排水路工の対応 

 緊急対策工事で設置された仮排水路工について、平成 24 年から平成 27 年の間に複数回発生し

た台風による流出土砂により埋没し、機能を十分に果たしていない。現在は暗渠工や崩壊地下流

に設置した砂防堰堤及び床固工により山脚固定や土砂捕捉の効果が見込まれるが、渓岸侵食を防

止して流路を安定させること、洪水時には暗渠工と併用し、より確実に湛水位の上昇を防ぐこと

を考慮し、将来的には渓流保全工の設置が必要であると考える。 
(2)施設保護を考慮した設計 

 平成 24 年から平成 27 年の間に複数回発生した台風により土砂流出や出水が発生し、緊急対策

工事で設置した仮排水路工や抜本対策工事で設置した 2 号砂防堰堤が被災している。それにより、

2 号砂防堰堤については、完成までに 3 年以上費やす結果となった。そこで、過去の被災を受け、

出水対策として 2 号砂防堰堤の下流に延長 100m の三面張りの流路工を、流出土砂対策として 1
号砂防堰堤と 2 号砂防堰堤の背後に盛土を設置して対応している。 
本現場は、大規模な崩壊及びそれに伴う土石流が発生する特殊な現場であったが、一般的な工

事現場においては、度重なる復旧工事は費用の加算及び工期延長に繋がるため、保全対象のみな

らず、施設自体の保護も考慮した設計をすることが重要であると考える。 
(3)施工管理 

現場作業は小さなミスで重大事故に繋がる可能性があり、安全管理を細かく実施し、事故を未

然に回避する必要がある。当現場では、平成 23 年より続く大規模な工事にも関わらず、重大事故

(4 日以上の休業)は発生しておらず、また昨年及び今年の熱中症患者も発生していない。 
 今後私が現場作業や現場管理を実施する際は、赤谷で実施されている安全管理事項を参考に事

故ゼロを目指したい。 
 
7.2 6 年間の実習について 

 平成 24 年より 6 年に及ぶ緊急対策工事及び抜本対策工事における実践実習の「ふりかえり」を

することにより、天然ダム形成後の対策工事をどのようなプロセスで実施してきたか学ぶことが

できた。 
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